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信用金庫のルーツ

　協同組合は1844年に設立された英国の消費組合を発祥に世界各国に伝播し、その後、ドイ

ツにおいて信用組合が発達した。日本では、NHKの大河ドラマ「花燃ゆ」にも登場している

長州藩出身の品川弥二郎が明治3（1870）年にドイツに留学、米沢藩出身の平田東助ととも

に、ドイツの信用組合制度を研究した。二人は明治9年に帰国、当時の日本の零細商工業者や

小農民などの経済的困窮をみかね、研究成果をもとに、貯蓄を奨励し低利資金の融通をはかる

ことを目的とした「信用組合法案」の作成に尽力した。その後、法案は国会に上程されたもの

の廃案になってしまう。二人は、日本の風土に適する信用組合の対象として、二宮尊徳の流れ

を汲む報徳社運動に着目し、運動の盛んであった静岡県下の有力者を説得するなど、信用組合

の普及に努め、全国各地でも啓蒙運動を繰り広げた。

　品川、平田や報徳社関係者等の努力が実り、日本の協同組合を規定する最初の法律が明治

33（1900）年に産業組合法として制定された。ちなみに、明治25（1892）年、二宮尊徳の高

弟らによって掛川信用組合（現在の掛川信用金庫の前身）が、わが国最初の信用組合として設

立されたが、当時は産業組合法制定前であり、任意の組合として設立されたものであった。ま

た、掛川には、報徳思想の普及を目的とした公益社団法人大日本報徳社が所在し、その正門に

は道徳と経済の調和した社会づくり目指す報徳の教えを象徴するように、経済門と道徳門が立

っている。信金中央金庫では、信用金庫のルーツを知るために、毎年4月、新入職員研修の一

環として大日本報徳社を訪問し、報徳思想を学ぶ機会を設けている。

　このように日本の協同組合制度は、理念的には日本独自の報徳思想が底流にあり、法制度上

はヨーロッパの枠組みを参考にしてできあがっていて和魂洋才と言える。明治期に近代国家を

作り上げていくために、和洋それぞれの良さをうまく取り入れて仕組みを作りあげていったと

いう点で、明治人の柔軟性や対応力の高さを感じる。

　話は戻るが、産業組合法から日本の協同組合関連法は幾つかの系列に分かれていく。信用金

庫、農業協同組合、労働金庫、信用組合、生活協同組合等現存する協同組織は、産業組合法か

らの流れを汲み、それぞれの組織を規定する法の中に共通の理念が生きている。もちろん、そ

れぞれの組織の目的、構成員、役割によって異なる点はあるが、共通する部分は多い。わが国

では、独占禁止法の第22条で掲げる4つの要件を備えるものを協同組合と認めていて、信用金

庫の場合、信用金庫法第7条で、この4つの要件を備える協同組合とみなされている。この4つ

信金中央金庫 地域・中小企業研究所長

松崎英一
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の要件とは、①小規模の事業者又は消費者の相互扶助を目的とすること、②任意に設立され、

且つ、組合員が任意に加入し、又は脱退することができること、③各組合員が平等の議決権を

有すること、④組合員に対して利益分配を行う場合には、その限度が法令又は定款に定められ

ていること、とされている。ルーツが同じ他の協同組織もこの4つの要件を備えている。

　冒頭、信用金庫制度は、ドイツの信用組合制度を参考に作られたという経緯を紹介したが、

世界に目を転じると、協同組合の流れを汲む協同組織金融機関が多数存在している。代表的な

ものとして、信用組合の生まれたドイツには協同組合銀行グループ（フォルクスバンク、ライ

ファイゼンバンク）、フランスにはクレディ・アグリコールグループ、オランダにはラボバンク・

グループ、カナダにはデジャルダン・グループ、米国にはクレジット・ユニオンが存在する。

　いずれも中小企業者、農業者たちが相互に助け合い、高利貸しに代わる自らの金融機関を設

立するという経緯で生まれてきた。その後、規制は緩和され、現在では職業によって会員資格

が制限されていないものが一般的になっている。会員や組合員以外にも開かれた金融機関とし

て国を代表するリテールバンクに成長し、国内での預金・貸出金シェアが20~30%を超えるグ

ループも存在する。

　その一方、会員や組合員の投票権は原則1人1票に制限されているケースが多く、民主的な

運営は重視されている。以前、ヨーロッパの協同組織金融機関を調査するため、ドイツ、フラ

ンス、英国を訪問する機会があったが、その際、「我々は会員間のつながりを大切にする」「経

営方針を決めるのに時間を要するが、民主的な運営というものはそういうものだ」と説明を受

けた記憶がある。

　もう一つの大きな特色として中央金融機関の存在がある。中央金融機関が、業界内における

余裕資金の運用、為替決済、単位組織の経営悪化時における相互援助制度の運営主体等の役割

を担っている。国は異なっていても同じルーツを持つ協同組織金融機関の共通点は多い。

　協同組合は、日本が封建主義体制から近代国家へと生まれ変わる過程で、取り残されていた

中小商工業者や農民を支援するために生まれ、均衡のとれた国家の発展に貢献していった。さ

らに、戦後、信用金庫は、戦禍によって荒廃した国土復興のために、国民大衆の貯蓄の増強、

中小零細企業の育成等の役割を担ってきた。このように協同組合あるいは信用金庫は、社会に

ひずみが生じ、解決困難な課題に直面しているときに、社会的弱者の立場に立って、その使命

を果たしてきたと言える。

　現在、地方は疲弊し、人口は減少傾向を辿っている。このまま都市への人口集中が進むと、

地方は消滅する可能性すらあると言われている。東京への一極集中を是正するため、地方創生

が国の政策として打ち出され、地方にしごとを作り、ひとが安心して暮らすことができるまち

づくりが目標として掲げられている。今こそ信用金庫が、地域のために一歩踏み込んで貢献す

る時が来たと言える。
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（ポイント）
⃝	7月の訪日外国人旅行者（訪日客）数は、前年同月比51.0％増加し、191万人となった。1月

からの累計では1,105万人となり、年間「2,000万人時代」が視野に入ってきた。

⃝	2015年1～7月の訪日客の内訳を国・地域別にみると、中国が前年同期比で113.8％増と倍増

して275万人となった。構成比では、中国が24.9％と約4分の1を占めている。

⃝	訪日客の旅行消費額は、2015年4～6月には前年同期比82.5％増の8,887億円と、四半期とし

て過去最高額となった。なかでも中国の旅行消費額は、前年同期比で3倍強に拡大した。

⃝	訪日客の消費急増をもたらした一因に、消費税免税制度の拡大がある。訪日客が免税店で

地場産品などを購入した場合にも、一定の条件を満たせば消費税負担がなくなることと

なった。

⃝	一部の信用金庫では取引先向けにインバウンド消費に関する情報提供を始めている。特に

人口減少が進む地域における地方創生に向けては、訪日客による交流人口の拡大、免税店

の拡充などによるインバウンド消費の取込みが選択肢のひとつとなるといえるだろう

ト ピ ッ ク ス

急増する訪日外国人旅行者と信用金庫の対応
−インバウンド消費取込みによる販路開拓支援−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

井上有弘
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1．過去最高となる訪日客

　8月19日に日本政府観光局が発表した2015

年7月の訪日外国人旅行者（訪日客）数は、

前年同月比51.0%増加し、単月で過去最高と

なる191万人となった（図表1）。

　1月から7か月間の累計では1,105万人と、

昨年より3か月早く1,000万人を上回った。7

月までの伸びが今後も続いた場合、2015年

の訪日客数は、2,000万人に迫ることが見込

まれる。政府は、東京オリンピック・パラリ

ンピックが開催される2020年に向けて訪日

客数2,000万人を目指すとしていたが、前倒

しで「2000万人時代」の実現が視野に入っ

てきた。

2．中国からの旅行者が倍増

　2015年1～7月の訪日客の内訳を国・地域

別にみると、中国が前年同期比で113.8%増

と倍増して275万人となった。構成比では、

中 国 が24.9%と 約4分 の1を 占 め、 韓 国

（19.6%）、台湾（19.5%）、香港（7.7%）、米

国（5.5%）が続いている（図表2）。

3．中国からの旅行消費額は3倍増
　

　「インバウンド消費」	（注1）として注目される

訪日客による買物、宿泊、飲食などの旅行

消費額は、2014年には前年比43.1%増の2兆

278億円と年間で過去最高となっていた。

2015年に入ってからも、1～3月に7,066億円

（前年同期比64.4%増）、4～6月には、8,887

（注）1．インバウンド(inbound)消費とは、海外から訪日した外国人の日本での消費のこと。

図表1　訪日外国人旅行者数（月間）の推移
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図表2　訪日外国人旅行者の内訳
								（2015年1～7月の累計1,105万人の内訳）
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億円（同82.5%増）とさらに伸び率を高め、

四半期としても過去最高額となっている。

　訪日客が多い国・地域の旅行消費額の伸び

をみると、中国が高い伸びを示している（図

表3）。旅行者数の伸びに1人当たり支出額の

伸びが加わり、2015年4～6月の中国の旅行

消費額は、3,581億円と前年同期（1,121億

円）に比べて3倍強に拡大している。

4．消費税免税制度の拡大が一因

　中国などからの訪日客の消費急増をもたら

した一因に、消費税免税制度の拡大がある。

消費税免税制度とは、「消費税免税店（輸出

物品販売場）を経営する事業者が、外国人旅

行者等の非居住者に対して物品を一定の方法

で販売する場合に、消費税が免除される制

度」である。この制度により、免税店で金額

など一定の条件を満たした場合には、訪日客

は消費税負担なしで物品を購入することがで

きる。

　従来は、家電製品やバッグ、衣料品等が対

象だったが、2014年10月から消耗品（食料

品、飲料品、医薬品、化粧品等）も対象とな

り、すべての品目が免税対象となった（図表

4）。これにより、訪日客が免税店で食料品

や化粧品、地場産品などを購入した場合に

も、一定の条件を満たせば消費税負担がなく

なることとなった。

　さらに、2015年4月からは、商店街や物産

センター、ショッピングセンター等が「一括

カウンター」に免税手続を委託できるように

なった。商店街等の個店にとっては、外国語

対応への不安や免税手続の煩雑さが解消され

るため、インバウンド消費による地域活性化

への活用が期待されている。

図表3　旅行消費額の伸び
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5．信用金庫による対応

　以上のような訪日客の急増や制度変更を受

けて、一部の信用金庫では取引先向けにイン

バウンド消費に関する情報提供を始めてい

る。例えば、消費税免税制度の拡大に関する

説明会、ウェブ・サイト等の多言語化対応に

関するセミナーなどである。こうした取組み

は、観光立国を目指す国の施策（注2）にも合致

し、取引先に対する新たな販路開拓支援策と

もなるものである。このため、支援に際して

は、地方自治体等による補助・助成制度の活

用も想定される。

　足元で中国景気の減速や元安が懸念材料と

はなるものの、特に人口減少が進む地域にお

ける地方創生に向けては、訪日客による交流

人口の拡大、免税店の拡充によるインバウン

ド消費の取込みが選択肢のひとつとなるとい

えるだろう。

（注）2	．観光立国推進閣僚会議「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015」(2015年6月)等を参照



（要　旨）

1．15年4～6月の実質GDPは前期比0.4％減（年率1.6％減）
　個人消費は前期比0.8％減と4四半期ぶりに減少した。住宅投資は1.9％増と2四半期連続で

増加したが、設備投資は0.1％減とマイナスに転じた。輸出は4.4％減となり、輸出から輸入を

差し引いた純輸出は実質成長率を前期比ベースで0.3ポイント押し下げた。

2．設備投資をけん引役に景気は回復基調を維持
　4～6月の個人消費の減少は天候に恵まれなかったことが影響したとはいえ、弱い動きだっ

たことは否めない。良好な雇用環境を背景に個人消費は底堅く推移しようが、そのペースは

緩やかにとどまるとみられる。一方、好調な企業収益を背景に企業は投資意欲を高めており、

設備投資は今後も堅調に推移しよう。円安定着を追い風に輸出は回復の動きを取り戻すとみ

られる。財政政策の効果は一巡するが、景気は今後も回復基調を維持すると予想される。

3．実質成長率は15年度1.2％、16年度2.1％と予測
　個人消費の回復ペースが想定を下回っていることなどを理由に、15年度の実質成長率を前

回予測の1.5％から1.2％に下方修正した。ただ、円安やエネルギー価格の下落を受けて、景気

は回復基調を維持するとの見方は変えていない。16年度についても、民需主導で本格的な回

復局面を迎えるとのシナリオを維持しており、実質成長率は2.1％と前回予測を据え置いた。

4．日銀は現行の量的緩和政策を当面維持
　日銀は14年10月31日に決めた追加の金融緩和策に従って、大量の国債買入れを続けている。

物価上昇率の鈍化を受けて、市場では追加緩和の可能性が指摘されているものの、更なる緩和

余地は限られる。黒田総裁は「物価上昇率が2％程度に達する時期は16年度前半頃」と述べる

など基本的な見通しを堅持しており、当面も現行の量的緩和策が維持されると考えられる。

調 査 　経済見通し

実質成長率は15年度1.2％､ 16年度2.1％と予測 
−設備投資をけん引役に景気は回復基調を維持する見通し−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席主任研究員

角田　匠

（注）本稿は2015年8月17日時点のデータに基づき記述されている。
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1�．15年4〜6月の実質GDPは前期比
0.4％減（年率1.6％減）

　15年4～6月のGDPは、物価変動の影響を

除いた実質で前期比0.4％減、年率に換算し

て1.6％減と3四半期ぶりのマイナスとなっ

た（図表2）。一方、景気の実感に近い名目

GDPは0.02％増、年率では0.1％増とプラス

を維持した。

　4～6月の動きを需要項目別（実質）にみ

ると、個人消費は前期比0.8％減と4四半期ぶ

りに減少した。低温が続くなど天候不順で

季節商品の販売が振るわなかったことに加

え、夏のバーゲン開始が7月にずれ込んだこ

とも影響した。また、4月からの軽自動車税

の増税も自動車販売を押し下げる要因と

なった（図表3）。住宅投資は1.9％増と2四半

期連続で増加した。駆込み需要の反動減が一

巡したことに加え、住宅ローン金利の一段の

低下が寄与している。

　設備投資は0.1％減と3四半期ぶりのマイナ

スとなった。企業収益の回復を背景に企業は

投資意欲を高めているが、1～3月に高い伸

び（2.8％増）となった反動が影響した。一

方、14年度補正予算（15年2月3日成立）に

盛り込まれた経済対策が進捗したことを受け

て、公共投資は2.6％増と高めの伸びを記録

した。

　個人消費や輸出の落込みを映して、流通在

庫や製品在庫が積み上がったため、在庫投資

は実質成長率を前期比ベースで0.1ポイント

押し上げる要因となった。

　輸出は4.4％減と大幅に減少した。中国の

景気減速を主因にアジア向け輸出が落ち込

み、欧米向けの輸出も減少した。内需の伸び

図表1　GDP成長率の推移と予測� （単位：%）

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 前回（15年5月）
〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉 15年度（予） 16年度（予）

実 質 G D P 1.0 �2.1 △� 0.9 ��1.2 �2.1 	 1.5 2.1
個 人 消 費 1.8 2.5 △	 3.1 0.6 1.9 1.2 1.7
住 宅 投 資 5.7 9.3 △	 11.7 3.5 		5.7 1.6 5.3
設 備 投 資 		1.2 4.0 0.5 		3.0 		5.3 		3.0 5.4
公 共 投 資 1.0 10.3 2.0 △	 3.4 △	 7.7 △	 3.8 △	 6.3
純輸出（寄与度）（△	 0.8）（△	 0.5）（	 0.6）（	 0.2）（	 0.5）（	 0.3）（	 0.4）
名 目 G D P 0.1 1.8 1.6 2.5 2.8 2.8 3.3

（備考）内閣府『四半期別GDP速報』より作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

図表2　実質GDPの前期比年率と寄与度
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（備考）内閣府『四半期別GDP速報』より作成
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悩みを反映して、輸入も2.6％減少したが、

輸出から輸入を差し引いた純輸出は実質成長

率を0.3ポイント押し下げた。

2�．設備投資をけん引役に景気は回復
基調を維持

（1	）個人消費は持直しに向かうも、回復テ

ンポは緩やか

　15年4～6月の実質GDPは3四半期ぶりのマ

イナス成長となり、景気回復の足取りの重さ

が確認された。もっとも、4～6月のマイナ

ス成長は、1～3月に高めの成長（前期比年

率4.5％増）となった反動が影響している側

面もある。特に、1～3月は、国内民間需要

の寄与度が年率で4.7％に達するなど、持続

可能な成長ペースを大きく上回っていたと考

えられる。四半期ベースの統計は、ならして

みることも必要であり、消費税増税後のボト

ムとなった昨年7～9月を起点に15年4～6月

までの平均成長率を計算すると、前期比

0.3％増（年率1.4％増）となる。消費税増税

に伴う駆込み需要の反動がほぼ一巡した後、

実質GDPは緩やかに水準を切り上げている

との見方ができる。輸出の落込みなどが響

き、足元の景気が力強さを欠いていることは

事実だが、景気は基調として回復の動きを維

持していると考えられる。良好な雇用環境が

続いていることや企業が投資意欲を高めてい

ることから判断すると、景気は今後も回復基

調を維持できると予想される。

　個人消費の減少は4～6月のマイナス成長

の主因の一つとなったが、気温の低い日が続

くなど天候に恵まれなかったことや夏のバー

ゲン開始が7月にずれ込むなど、一過性の要

因によるところも小さくなかった。また、軽

自動車税が今年4月から引き上げられたた

図表3　個人消費関連指標（前年比増減率）� � （単位：%）

14年 15年 14年 15年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

全 世 帯 実 質 消 費 △	 5.4 △	 3.4 △	 6.5 0.5 △	 4.0 △	 2.5 △	 3.4 △	 5.1 △	 2.9 △	10.6 1.3 4.8 △	 2.0
平均消費性向（勤労者） 74.6 74.5 74.6 73.7 74.2 75.5 73.8 74.6 72.9 76.5 73.0 74.3 73.7
乗 用 車 販 売 △	 4.7 △	 5.8 △	15.5 △	 7.0 △	 7.4 △	10.2 0.3 △	20.7 △	15.8 △	11.9 △	10.1 △	 8.2 △	 3.8
（普通＋小型乗用車）△	 3.6 △	12.8 △	17.1 3.0 △	11.3 △	15.9 △	11.1 △	21.4 △	16.8 △	14.6 2.9 1.2 4.6

（軽乗用車）△	 6.4 6.6 △	12.9 △	21.4 0.1 △	 0.1 19.0 △	19.4 △	14.1 △	 7.4 △	26.9 △	21.5 △	16.5
百 貨 店 販 売 額 1.0 0.8 △	 6.4 6.5 0.2 1.5 0.6 △	 0.4 3.5 △	17.7 13.7 6.3 0.4
ス ー パ ー 販 売 額 0.3 0.2 △	 3.6 3.4 △	 0.1 0.9 △	 0.2 0.2 0.2 △	10.1 6.3 4.8 △	 0.6
商 業 販 売 ・ 小 売 業 1.4 0.6 △	 4.8 2.9 1.4 0.5 0.1 △	 2.0 △	 1.7 △	 9.7 4.9 3.0 1.0
（衣類・身の回り品） 4.4 3.9 △	 1.7 3.4 4.7 4.2 3.1 0.8 2.0 △	 6.4 5.1 4.3 0.8
（飲料・食料品） 2.5 2.4 1.0 4.8 3.4 2.7 1.3 2.7 2.8 △	 2.1 6.2 4.9 3.2

（自動車）△	 0.2 △	 3.1 △	 3.7 6.7 △	 1.5 △	 5.2 △	 2.4 △	 4.7 △	 2.6 △	 3.8 7.9 4.3 7.9
（家庭用機械）△	 3.8 △	 4.4 △	16.8 4.9 △	 5.3 △	 1.0 △	 6.4 △	 8.3 △	 9.6 △	27.6 11.1 8.8 △	 3.7

（燃料） 0.0 △	 3.8 △	17.8 △	10.5 △	 1.1 △	 5.3 △	 4.7 △	15.6 △	17.9 △	19.9 △	 9.1 △	12.0 △	10.5
（その他） 1.3 1.5 △	 5.1 3.3 1.3 1.6 1.5 △	 0.6 0.5 △	13.0 5.9 3.9 0.2

外 食 産 業 売 上 高 － － － － △	 1.2 1.9 △	 2.8 △	 5.0 0.9 △	 4.6 △	 2.7 0.8 △	 2.3

（備考		）1．平均消費性向は季節調整済みの実数。百貨店、スーパーは既存店。外食産業売上高は全店ベース
2．総務省『家計調査報告』、経済産業省『商業販売統計』などより作成
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め、4月以降は前倒し購入の反動も響いた。

大企業を中心に昨年を上回るベースアップが

決まったことや、雇用情勢が堅調を維持して

いる（図表4）ことを考慮すると、個人消費

の実勢はGDP統計が示唆するほどは弱くな

いと考えられる。

　ただ、こうした一過性の要因を考慮しても

個人消費の回復ペースの鈍さは否定できな

い。消費税増税前に膨らんだ大型耐久財の前

倒し購入の影響がなお尾を引いていることも

一因であるが、最大の要因は賃金の上昇ペー

スが緩慢にとどまっていることにある。1人

当たり現金給与総額の水準を季節調整済み指

数（10年=100）でみたものが図表5である。

指標となる5人以上の事業所ベースの賃金

は、13年7～9月をボトムに上向いているも

のの、過去と比較した足元の水準は低い。直

近の15年4～6月は98.9と東日本大震災直前の

11年1～3月（100.1）を1.2％下回っており、

リーマン・ショック直後のボトムだった09

年10～12月（99.4）の水準にもとどいていな

い。今年は夏のボーナスを6月に支給する企

業の割合が低かった（7月以降に後ずれ）と

いう事情もあるが、大企業・製造業を起点と

した賃上げが、中小・零細企業など経済の裾

野まで広がっていないことが背景にある。人

手不足を背景に賃金は引き続き回復傾向で推

移しようが、賃上げの動きが幅広く波及する

までにはなお時間を要するとみられる。

　今年7月以降は一転して猛暑となったこと

から、エアコンなど季節関連消費が盛り返し

ている。夏のセールがフルに寄与することも

あって、7～9月の個人消費は高めの伸びが

見込まれるが、基調的な動きは引き続き緩や

かな回復にとどまると予想される。

図表4　雇用者数の推移
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図表5　現金給与総額（指数）の推移

（備考）1	．シャドー部分は景気後退期
2．総務省『労働力調査』などより作成
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（2	）設備投資が当面の景気回復のけん引役に

　4～6月の設備投資（実質GDPベース）は、

前期比0.1％減と3四半期ぶりに減少したが、

1～3月に高い伸び（2.8％増）となった反動

による一時的な減少と考えられる。実際、設

備投資関連指標は、企業の投資意欲の底堅さ

を裏付ける結果となっている。例えば、設備

投資の先行指標である機械受注（船舶・電力

を除く民需）をみると、15年4～6月は前期

比2.9％増と受注見通し（7.4％減）を大幅に

上回り、4四半期連続で増加した（図表6）。

7～9月の受注見通しも前期比0.3％増と5四半

期連続の増加が見込まれている。また、日銀

短観（6月調査）の15年度設備投資計画は、

大企業・製造業で前年比9.3％増と3月調査

（1.2％減）から大きく上方修正されるなど、

企業の投資意欲の強さを示唆している。

　円安定着を受けて、自動車や電気機械を中

心に生産拠点の一部を国内にシフトし始めた

ことも設備投資回復の追い風となる。こうし

た動きが広がれば波及効果も含めて国内での

設備投資の回復を促す要因となろう。円安基

調は今後も維持される公算が大きく、設備投

資は15年度の日本経済の回復に寄与すると

みられる。

　輸出は昨年半ば頃から回復の動きを強めつ

つあったが、4～6月は増勢一服となった。

地域別の動きを輸出数量指数（季節調整値）

でみると、4～6月は米国向けが前期比2.6％

減、EU向けが2.5％減、アジア向けが4.6％

減と主要地域向けの輸出数量は揃って減少し

た（図表7）。なかでもアジア向けはスマー

トフォン需要の減速を映して、電子部品や関

連設備の輸出が振るわなかった。中国経済の

減速がASEAN諸国などにも波及しているこ

とから、当面もアジア向け輸出は伸び悩む可

能性がある。ただ、米国向け輸出の減少は、

寒波や港湾ストによる1～3月の一時的な景
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気減速がやや遅れて影響したとみられる。足

元の米景気が回復基調を取り戻しつつあるほ

か、欧州経済も緩やかに回復していることか

ら、欧米向け輸出は持直しに向かうと予想さ

れる。また、円安が定着してきたことで、部

品メーカーを中心に海外からの注文が増え始

めるなど、円安効果はタイムラグを伴って、

輸出の回復に寄与し始めている。生産拠点の

海外シフトなどで輸出が増えにくい構造に変

化している側面も否定できないが、底堅く推

移する欧米経済と円安を追い風に、輸出は再

び回復の動きを取り戻そう。

3�．実質成長率は15年度1.2％、16年
度2.1％と予測

　個人消費の回復ペースが想定を下回ってい

ることなどを理由に、15年度の実質成長率

を前回予測の1.5％から1.2％に下方修正し

た。ただ、円安やエネルギー価格の下落によ

る企業収益の押上げや家計の実質購買力の回

復を背景に、景気は回復基調を維持するとの

見方は変えていない（図表8）。16年度につ

いても、民需主導で本格的な回復局面を迎え

るとのシナリオを維持しており、実質成長率

は2.1％と前回予測を据え置いた。

　15年度の日本経済は、4～6月こそマイナ

ス成長となったものの、7～9月以降は徐々に

回復の勢いを取り戻すと予想される。広がり

を欠きつつも賃金回復の動きが続いているこ

とが個人消費の下支えとなるうえ、エネル

ギー価格の下落が実質購買力を押し上げる要

因となる。底堅い雇用情勢を映して消費マイ

ンドも良好な状態を維持しよう。15年度の個

人消費は緩やかながらも回復傾向を維持し、

年度全体では前年比0.6％増とプラスに転じ

ると予想される（14年度は3.1％減）。住宅投

（備考）右図中の（　）内の数値は年度ベースの実質成長率。内閣府資料より作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

図表8　実質GDP成長率の推移と予測
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資は増税に伴う駆込み需要の反動減が一巡し

たことに加え、金融緩和効果による住宅ロー

ン金利の一段の低下がプラス要因となる。15

年度の住宅投資は3.5％増と14年度の大幅減

（11.7％減）から持ち直すと予測した。

　設備投資は15年度の景気回復のけん引役

となろう。設備投資動向を大きく左右する企

業収益は、円安による輸出採算の改善に加

え、原燃料価格の下落に伴うコスト低減効果

も加わって拡大が続くとみられる。また、円

安定着で大手メーカーを中心に生産拠点の一

部を海外から国内に移管する計画が相次いで

発表されており、こうした動きが広がれば、

波及効果も含めて国内の設備投資を押し上げ

よう。15年度の設備投資は3.0％増と予測し

た。一方、アベノミクス政策の柱の一つであ

る財政政策は一服するとみられる。14年度

補正予算（3.1兆円）にも災害復旧などの公

共事業費が含まれているが、今後の公共投資

を押し上げる効果は限られる。消費税増税対

策として執行された13年度補正予算の効果

（14年度の公共投資の押上げに寄与）が一巡

するため、15年度の公共投資は3.4％減と4年

ぶりにマイナスに転じると予想される。

　欧米経済は堅調に推移すると想定している

が、アジア経済の回復の足取りは重く、世界

経済全体の回復ペースは緩やかにとどまろ

う。ただ、円安効果がタイムラグを伴って顕

在化しつつあり、4～6月に下振れした輸出

は、再び回復の勢いを取り戻そう。一方、内

需回復を受けて輸入も増加しようが、円安に

伴う輸入品の価格競争力の低下がマイナス要

因となる。15年度の純輸出の寄与度は、

0.2％ポイントと2年連続で成長率を押し上げ

る方向に寄与しよう。

　16年度の日本経済は、民需主導による自

律回復軌道に入ってくると予測している。持

続的な景気回復によって、ほぼ完全雇用の状

態に達すると予想されるほか、中小企業の収

益回復が明確になることで、賃金引上げの動

きが本格化しよう。16年度の個人消費は前

年比1.9％増と伸びを高めると予測した。な

お、17年4月の消費税増税を前に、再び駆込

み需要が盛り上がると想定している。税率の

引上げ幅が2％と前回の引上げ幅（3％）を

下回るうえ、軽減税率が導入される可能性が

あることから、駆込み需要の影響は13年度

にくらべて小幅にとどまろうが、個人消費の

伸びを高める要因となろう。

　16年度は世界経済の安定成長が見込まれ、

輸出は伸びを高めると予想される。輸出の拡

大は設備投資を押し上げる要因にもなる。国

内回帰の動きが広がり、設備投資は前年比

5.3％増と景気回復をけん引しよう。家計部

門と企業部門のバランスの取れた景気回復が

実現し、デフレ経済からも明確に脱却できる

と予測している。

〈前提条件〜為替相場、原油価格、財政政

策、海外経済〉

（為替相場）

　為替相場は、15年3月10日に1ドル122円台

と7年8か月ぶりの円安ドル高水準を記録し

たが、その後はドル売りが優勢となり、4月
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から5月上旬頃までは1ドル118円～120円程

度で推移した。しかし、イエレンFRB議長

が「年内の利上げが適切」と発言したことな

どから再びドル買いの動きが強まった。6月

5日に発表された米雇用統計が堅調な結果を

示したこともドル買い要因となり、同日の海

外市場では1ドル125円台と約13年ぶりの水

準まで円安ドル高が進んだ。ただ、6月10日

の衆院財務金融委員会で黒田日銀総裁が、

「ここからさらに実質実効為替レートが円安

に振れていくことはありそうにない」と発言

したことをきっかけに円を買い戻す動きが広

がった。6月末から7月上旬にかけてギリ

シャ債務問題が混迷したこともリスク回避の

円買いを誘発した。もっとも、イエレン

FRB議長が「年内の利上げが適切」との判

断を維持していることに加え、今年1～3月

に減速した米景気が上向いてきたこともあっ

て、ドルの先高観は崩れていない。米国の利

上げ開始が12月以降に遅れる可能性も小さ

くないが、量的緩和政策の長期化が見込まれ

る日銀との金融政策の方向性の違いは明確で

あり、中期的な円安ドル高の流れは当面も維

持されると考えられる。経済見通しの前提と

なる年度平均レートは、15年度1ドル125円、

16年度1ドル125円と想定した。

（原油価格）

　原油価格（WTI）は、15年3月18日の取引
時間中に1バレル42.03ドルと09年3月以来、

約6年ぶりの安値水準まで下落したが、中東

情勢を巡る地政学リスクの高まりを受けて、

その後は買戻しが優勢となった。5月5日に

は昨年12月以来となる1バレル60ドル台を回

復した。ただ、6月5日に開催されたOPEC

（石油輸出国機構）総会で、日量3000万バレ

ルとする現在の生産枠が据え置かれたことか

ら、原油相場は再び軟調に転じた。7月に入

るとギリシャ情勢の混迷で欧州経済の回復が

遅れるとの見方が原油売りの要因となった。

イランの核交渉が最終合意に達したことも、

原油市場の長期的な供給過剰要因として意識

され、7月20日には1バレル50ドルを下回っ

た。ドル高の影響も商品市場全般の値下がり

要因（ドル以外の通貨圏からみた割高感）に

なり、8月6日には1バレル45ドルを割り込ん

だ。さらに、中国の景気減速懸念が強まった

ことから、8月13日には一時1バレル41ドル

台まで下落し、今年3月の安値を下回った。

当面も原油需給の改善は見込みにくく、軟調

な相場が続くと予想される。先行きについて

は、世界経済が徐々に回復の勢いを取り戻す

ことで原油需要も回復に向かおうが、イラン

原油や米国のシェールオイルの増産など供給

増となる要因も多く、原油相場の上値は限ら

れよう。経済見通しの前提となる原油価格

（通関ベース）は、15年度1バレル57ドル、

16年度1バレル62ドルと想定した。

（財政政策）

　地方の活性化や災害復旧・復興対策を柱と

する14年度補正予算（3.1兆円、15年2月3日

成立）は、足元の日本経済の下支えに寄与し

ており、15年4～6月の公共投資は前期比

2.6％増と2四半期ぶりに増加した。ただ、前

年の補正予算（5.5兆円、14年2月6日成立）
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に比べて規模は小さく、その効果は限られよ

う。15年度予算における公共投資も当初予

算比でほぼ横ばいにとどまったことから、

15年度の公共投資はマイナスに転じると予

想される。なお、消費税率については、17

年4月に8％から10％へ引き上げられること

を前提条件としている。

（海外経済）

　�〈米国〉…15年4～6月の実質GDP（事前推

定値）は、前期比年率2.3％増と潜在成長

率（年率2％台前半）並みの伸びとなり、

寒波や港湾ストなどの影響で減速した1～

3月の0.6％増から持ち直した。需要項目別

にみると、個人消費が前期比年率2.9％増

と堅調に推移し、住宅投資が6.6％増と高

い伸びを示した。一方、ドル高や原油安の

影響で設備投資が0.6％減と11四半期ぶり

のマイナスに転じた。企業の投資スタンス

は慎重化しており、設備投資は弱い動きが

続く可能性がある。ただ、景気動向の重要

なカギを握る雇用情勢は引き続き堅調に推

移している。7月の非農業雇用者数は前月

比21.5万人増と3か月連続で20万人を超え

る増加となった。賃金の伸びは依然として

緩やかにとどまっているが、雇用者数の増

加に伴って家計全体の所得は伸びている。

雇用環境の改善を背景に住宅投資も本格回

復に向かい始めている。今後の米国経済

は、個人消費と住宅投資を中心に順調な回

復軌道をたどると予想される。実質成長率

は、15年2.3％、16年2.3％と予測した。

　�〈欧州〉…15年4～6月のユーロ圏の実質

GDPは、前期比0.3％増と1～3月（0.4％増）

に比べて小幅減速したが、9四半期連続の

プラス成長となった。ユーロ圏経済の中心

であるドイツ経済は良好な雇用情勢を背景

に個人消費が堅調に推移し、実質GDPは前

期比0.4％増と全体をけん引した。フランス

は前期比横ばいにとどまったものの、イタ

リア（0.2％増）とスペイン（1.0％増）は

プラス成長を維持した。欧州の景気は緩や

かながらも着実に上向いている。ギリシャ

のユーロ圏離脱といった最悪のシナリオが

回避されたことから、欧州経済は今後も緩

やかな景気回復を維持できると予想され

る。ドイツの実質成長率は15年1.6％、16年

1.8％と予測した。ユーロ圏の実質成長率は

15年1.3％、16年には1.6％と予測した。

　�〈中国〉…15年4～6月の中国の実質GDPは

前年比7.0％増と、1～3月と同じ伸びにと

どまった。政府目標である「7％前後」の

成長を維持した格好だが、金融緩和や地方

のインフラ整備の加速など政策効果に支え

られている側面が大きく、景気の回復には

弾みが付かない。個人消費は底堅さを維持

しているものの、不動産開発を中心に固定

資産投資が減速していることが背景にあ

る。人件費の高騰や人民元高などで輸出も

伸び悩んでいる。ただ、中国当局は、景気

のてこ入れ策として金融緩和を進めている

ことに加え、8月11日には輸出下支えを

狙って人民元の切下げに踏み切った。米国

をけん引役に世界経済の回復基調も維持さ

れていることもあって、中国の輸出は今後
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徐々に持ち直すとみられる。不動産開発投

資の回復にはなお時間を要するとみられ、

短期的には政府目標である7％成長を下回

ることも考えられるが、成長率が大きく下

振れする可能性も小さい。実質成長率は、

15年7.0％、16年7.0％と予測した。

4�．日銀は現行の量的緩和政策を当面
維持

（1）原油安がコア消費者物価の押下げ要因

　消費税率の引上げの影響を除いたコア消

費者物価（生鮮食品を除く総合）の前年比

は、昨年4月の1.5％の上昇をピークに徐々に

縮小し、15年6月は0.1％の上昇に鈍化した。

食料品や日用品、衣料品などの物価は緩や

かな上昇が続いているものの、原油安を受

けてガソリンや電気代などが下落している

ためである（図表9）。

　エネルギー価格（ガソリン、灯油、電気、

ガス）は、昨年4～6月にはコア消費者物価

の前年比を0.6ポイント押し上げる要因（消

費税増税の影響を除く）になっていたが、今

年に入ってからは押下げ方向に寄与してい

る。直近の15年6月のエネルギー価格は前年

比7.0％下落し、この影響だけでコア消	費者

物価の前年比は0.7ポイント押し下げられて

いる。原油市況は今年春には反発したもの

の、足元では再び軟調に推移していることか

ら、エネルギー価格は当面も物価を押し下げ

る方向に寄与しよう。今年7～9月には前年

比でみたエネルギーの押下げ寄与度が1％に

達するとみられ、コア消費者物価は一時的に

マイナスに転じる可能性も高まっている。

　ただ、4～6月に落ち込んだ個人消費は今

後徐々に持ち直すとみられ、エネルギーを除

いたモノやサービスの物価は緩やかながらも

上昇傾向を維持しよう。15年度も基調的な

物価上昇の動きは続くと予想しているが、エ

ネルギー価格が物価の押下げ要因となるた

め、コア消費者物価は前年比0.5％の上昇に

とどまると予測した。

　16年度には、賃上げの動きが中小企業に

も広がってくることで、個人消費の回復テン

ポが高まると想定している。原油価格の上昇

が前提となるが、エネルギー価格も物価を押

し上げる方向に寄与しよう。日本経済は民需

主導による自律回復局面に入り、消費者物価

は徐々に上昇ペースを高めよう。年度下期に

かけて日銀が目標とする2％の物価上昇が視

野に入ってくる可能性がある。16年度平均

図表9　コア消費者物価の前年比と寄与度

（備考）1	．エネルギーとその他の寄与は増税の影響を除く
ベース
2．総務省資料などより作成
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のコア消費者物価の前年比上昇率は1.6％に

高まると予測した。

（2）当面も現行の量的緩和政策を維持

　日銀は、14年10月31日の金融政策決定会

合で決めた追加の金融緩和策に従って、長期

国債の買入れ（年間純増額80兆円）を中心

としたオペレーションを続けている。現行の

買入れペースを維持すると、マネタリーベー

スの残高は14年末の276兆円から15年末には

355兆円まで増える見込みである。

　15年7月14～15日に開催された金融政策決

定会合では、4月末に発表された展望レポー

トの中間評価が行われた。景気が足踏みして

いることを受けて、15年度の実質成長率は

1.7％（前回は2.0％）に下方修正されたもの

の、16年度（1.5％）と17年度（0.2％）の見

通しは据え置かれた。日銀はコア消費者物価

の見通しも小幅下方修正したが、15年度は

0.7％の上昇、16年度は1.9％の上昇と予測し

ており、2％の「物価安定の目標」を達成で

きるとの基本的な見通しは維持した。

　8月6～7日の金融政策決定会合後の記者会

見でも、黒田日銀総裁は「物価上昇率が2％

程度に達する時期は16年度前半頃」と見通し

に変化がないことを強調したが、原油価格の

動向次第では、「物価目標の達成時期が若干

前後することもあり得る」とも述べた。実

際、足元の原油価格は1バレル50ドルを割り

込んでおり、日銀の前提（1バレル60ドルを

出発点に、見通し期間終盤にかけて70ドル程

度へ上昇）を下回っている。今後も原油市況

の軟調が続いた場合には、物価見通しの下方

修正を余儀なくされる可能性が高い。一方、

黒田総裁は、「金融政策で重要なのは物価の

基調的な動き」と明言していることから、原

油価格の下落を主因とする消費者物価の下落

については当面は静観すると考えられる。

　ただ、足元のコア消費者物価がゼロ付近ま

で鈍化してきたことから、市場では追加的な

金融緩和がいずれ必要になるとの見方は根強

い。黒田総裁は、「原油価格が予想物価上昇

率に響いて物価の基調的な動きに影響するこ

とになれば政策の調整を検討することにな

る」と、原油安を起点にデフレマインドが広

がるリスクには警戒感を示している。物価の

基調が下振れした場合には、追加緩和の可能

性が高まろう。もっとも、昨年10月に決めた

量的緩和策の拡大によって国債の買入れ額

（純増額）は年間80兆円まで引き上げられて

おり、更なる金融緩和の余地は限られる。追

加緩和策として、超過準備預金に対する付利

の引下げや撤廃、ETFの買入れ増額などが

想定されるが、当面は昨年10月に決めた量的

緩和の拡大策を維持していくと考えられる。
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〈15年度、16年度の日本経済予測（前年度比）〉� （単位：%、10億円）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉

名目GDP 0.1 1.8 1.6 2.5 2.8
実質GDP 1.0 2.1 △	 0.9 1.2 2.1
国内需要 1.8 2.5 △	 1.4 0.9 1.6
民間部門 1.9 2.3 △	 2.1 1.1 2.4
民間最終消費支出 1.8 2.5 △	 3.1 0.6 1.9
民間住宅投資 5.7 9.3 △	 11.7 3.5 5.7
民間企業設備 1.2 4.0 0.5 3.0 5.3
民間在庫品増加 △	 1,259 △	 3,686 △	 1,264 △	 1,225 △	 2,227

政府部門 1.4 3.2 0.8 0.2 △	 0.7
政府最終消費支出 1.5 1.6 0.4 1.1 0.8
公的固定資本形成 1.0 10.3 2.0 △	 3.4 △	 7.7

財･サービスの純輸出 8,571 7,264 11,213 12,438 15,879
財･サービスの輸出 △	 1.4 4.4 7.9 1.6 8.4
財･サービスの輸入 3.6 6.7 3.6 0.3 5.4

（備考）内閣府資料より作成。在庫投資、財貨･サービスの純輸出は実額。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

〈実質成長率の需要項目別寄与度〉� （単位：%）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉

実質GDP 1.0 2.1 △	 0.9 1.2 2.1
国内需要 1.8 2.6 △	 1.5 0.9 1.6
民間部門 1.4 1.8 △	 1.7 0.9 1.8
民間最終消費支出 1.1 1.5 △	 1.9 0.3 1.1
民間住宅投資 0.2 0.3 △	 0.4 0.1 0.2
民間企業設備 0.2 0.5 0.1 0.4 0.8
民間在庫品増加 0.0 △	 0.5 0.5 0.0 △	 0.2

政府部門 0.3 0.8 0.2 0.0 △	 0.2
政府最終消費支出 0.3 0.3 0.1 0.2 0.2
公的固定資本形成 0.0 0.5 0.1 △	 0.2 △	 0.4

財･サービスの純輸出 △	 0.8 △	 0.5 0.6 0.2 0.5
財･サービスの輸出 △	 0.2 0.7 1.3 0.3 1.5
財･サービスの輸入 △	 0.6 △	 1.2 △	 0.7 △	 0.1 △	 1.0

（備考）内閣府資料より作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

〈前提条件〉�
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉

為 替 レ ー ト（円/ドル） 82.9 100.2 109.8 125.0 125.0

原 油 価 格（CIF、ドル/バレル） 114.1 110.0 89.0 57.0 62.0

（前年比、%） 0.0 △	 3.6 △	 19.1 △	 35.9 8.7

（備考）日本銀行資料などより作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所
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〈主要国の実質成長率の推移と予測〉� （単位：前年比、%）
国　名 11年 12年 13年 14年 15年（予） 16年（予）

米国 1.6 2.2 1.5 2.4 2.3 2.3
ユーロ圏 1.7 △	 0.8 △	 0.3 0.9 1.3 1.6
ドイツ 3.7 0.6 0.4 1.6 1.6 1.8
フランス 2.1 0.2 0.7 0.2 1.1 1.3
イギリス 1.6 0.7 1.7 3.0 2.5 2.2

中国 9.3 7.7 7.7 7.4 7.0 7.0
（注）各国資料より作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

〈主要経済指標の推移と予測〉�
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉

鉱工業生産指数
（前年比、%）

95.8 98.9 98.5 99.7 102.6
△	 2.9 3.2 △	 0.4 1.2 2.9

第3次産業活動指数
（前年比、%）

99.2 100.5 98.8 100.0 101.4
0.7 1.3 △	 1.7 1.2 1.4

完全失業率	
4.3 3.9 3.5 3.3 3.2

（季調済、%）
国内企業物価

△	 1.1 1.9 2.7 △	 1.4 1.5
（前年比、%）

コア消費者物価	（前年比、%）
＜消費税増税の影響を除く＞ △	 0.2 0.8 2.8

＜0.8＞ 0.5 1.6

米国式コア	 （前年比、%）
＜消費税増税の影響を除く＞ △	 0.6 0.2 2.2

＜0.5＞ 0.9 1.4

（備考）1．米国式コアは食料・エネルギーを除く総合指数。経済産業省、総務省資料などより作成
2．予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所

〈経常収支〉� （単位：億円、%）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈実績〉 〈予測〉 〈予測〉

経常収支 81,852 42,492 14,715 79,309 169,137 188,048
前年差 △	 100,835 △	 39,359 △	 27,777 64,594 89,828 18,911

名目GDP比（%） 1.7 0.9 0.3 1.6 3.4 3.6
貿易・サービス収支 △	 50,306 △	 92,753 △	 144,635 △	 93,142 △	 28,780 △	 17,940

前年差 △	 105,483 △	 42,447 △	 51,881 51,493 64,362 10,840
貿易収支 △	 22,097 △	 52,474 △	 110,187 △	 65,659 △	 	8,713 △	 	3,153

前年差 △	 102,428 △	 30,377 △	 57,714 44,528 56,946 5,560
サービス収支 △	 28,210 △	 40,280 △	 34,448 △	 27,482 △	 20,067 △	 14,787

前年差 △	 3,054 △	 12,070 5,832 6,966 7,415 5,280
第1次所得収支 143,085 144,823 173,820 191,797 216,639 223,387

前年差 3,825 1,738 28,998 17,977 24,842 6,748
第2次所得収支 △	 10,927 △	 9,577 △	 14,471 △	 19,346 △	 18,722 △	 17,399

前年差 822 1,350 △	 	4,894 △	 	4,875 624 1,323
（備考）日本銀行「国際収支統計」より作成。予測は信金中央金庫	地域・中小企業研究所
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（キーワード）�アベノミクス、円安・株高、消費税増税、東日本大震災、復興需要、地域の
景況感

（要　旨）

　日本経済は、輸出と設備投資の持直しで、14年度下期に回復基調を取り戻した。雇用・所得
環境の改善を背景に、家計部門も上向きに転じているものの、消費税増税の影響が尾を引いて、
力強さには欠ける動きにとどまっている。15年度に入ってからは、中国経済の減速などから、
輸出が伸び悩み、在庫調整の影響もあって、景気は改善一服となっている。ただ、アベノミク
ス効果の浸透で、企業の景況感は大企業を中心に底堅く推移し、設備投資マインドは根強い。
景気は緩やかながらも回復基調を維持している。原油価格の大幅下落で、コア消費者物価は前
年比横ばい圏内の動きにとどまっているが、原油安は企業収益や家計の実質購買力の増加を通
じて、景気を押し上げる効果がある。デフレからの脱却の動きも途切れていない。
　地域別にみても、総じて上向きの基調を維持している。円安が輸出産業の集積地の景況感を押
し上げ、非製造業の持直しで、内需依存度の高い地域も底堅く推移している。本稿では、全国を
10の地域に分けて、主として15年前半の指標を基に、地域別の景気動向を分析してみた。
1．北海道	 ：増税後に企業の景況感は下振れしたが、足元では緩やかに持直し
2．東北	 ：復興需要が引き続き景気を下支えし、景気は回復軌道に復帰
3．北関東・甲信越	：増税後に下振れしたが、企業の景況感は底堅さを維持
4．首都圏	 ：増税後に下振れしたが、14年度下期に景気は回復基調に復帰
5．北陸	 ：増税後も生産活動は総じて堅調に推移。雇用情勢は一段とひっ迫
6．東海	 ：景気は回復基調を取り戻したが、生産活動は伸び悩み
7．近畿	 ：増税後も生産活動は底堅く推移したが、足元では伸び悩み
8．中国	 ：回復基調を取り戻したが、生産活動は伸び悩み
9．四国	 ：増税後に景気は大きく下振れしたが、14年度下期には持直し
10．九州	 ：企業の景況感は増税後も堅調に推移。沖縄は主力の観光が好調

（参考）本レポートにおいて原則とした地域区分
北海道 北海道
東北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

北関東・甲信越 茨城県 栃木県 群馬県 新潟県 山梨県 長野県
首都圏 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
北陸 富山県 石川県 福井県
東海 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
近畿 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
中国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県
四国 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

九州
九州北部 福岡県 佐賀県 長崎県
南九州 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

地域別にみた日本経済の景況判断
―回復基調を取り戻したが、足元は改善一服―

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

斎藤　大紀

（注）本稿は15年8月末時点のデータに基づき記述
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１	．北海道―増税後に企業の景況感
は下振れしたが、足元では緩やか
に持直し

　北海道経済は、アベノミクス効果の浸透や

消費税増税前の駆込み需要から、13年度に

企業の景況感が大きく改善し、景気は回復基

調を強めた。14年4月の消費税増税後は、駆

込み需要の反動と増税による家計の購買力低

下に加えて、公共投資のピークアウトから、

景気は下振れを余儀なくされたが、家計部門

の底入れ、輸出や設備投資の増加で、年度下

期には回復基調を取り戻した。円安による訪

日外国人の増加も寄与して、主力産業である

観光業も持ち直してきた。雇用情勢は、他地

域に比べれば相対的に厳しいものの、増税後

も着実な改善を示し、個人消費を下支えして

いる。

　企業の景況感は、増税後に大きく下振れし

たが、足元では持直しに転じつつある。日銀

短観の業況判断D.I.（全産業）は、公共事業

の積増しに加えて、異次元の金融緩和による

円安・株高の進行が寄与して、13年12月に

＋15と91年8月（注）1（＋19）以来の高水準を

記録した（図表1）。増税後は大幅な低下を

余儀なくされたが、14年度の下期をボトム

に持ち直し、15年6月のD.I.は＋4と前期比4

ポイントの上昇を示した。6月のD.I.を業種

別にみると、製造業は＋11と全国9地域で中

国（＋12）に次いで2番目に高い水準を記録

したが、非製造業は＋1と再びプラスには転

じたものの、四国と並んで最も低い水準にと

どまった。業種別にみると、宿泊・飲食サー

ビス（＋12）が大きく改善する一方で、建

設（＋3）はプラス幅が縮小している。

　一方、中小・零細企業の景況感を表す信金

中央金庫の中小企業景気動向調査（注）2をみる

と、北海道の業況判断D.I.（総合）は、13年

10〜12月の＋9.9をピークに、その後は水面

下に沈んでいる。15年4〜6月は、△10.0と前

期比6.3ポイント改善したものの、低水準に

とどまっているが、13年前半に比べればマ

イナス幅は小さい。アベノミクス効果の浸透

で、増税後も、企業の景況感は相対的には軽

微な悪化にとどまっている。

　鉱工業生産は、13年度に前年比1.7％増と

底堅く推移したが、増税後の14年4〜6月に

前期比△3.4％と大きく落ち込み、年後半も

軟調に推移した。15年に入っても、1〜3月

（注）1	．日銀短観の調査時期は、96年まで2月、5月、8月、11月
2．調査対象は信用金庫の取引先1万6千社弱で、従業員20人未満の企業が約7割を占める。
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（備考）日銀資料より作成

図表1　日銀短観の業況判断D.I.(北海道）
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が前期比2.0％増、4〜6月が△2.5％と一進一

退で推移している（図表2）。業種別にみる

と、ウエイトの大きい食料品が底堅く推移す

る一方、パルプ・紙・紙加工品が落ち込んで

いる。

　企業の投資マインドは堅調に推移してい

る。日銀短観（6月調査）の設備投資額（全

産業）をみると、12年度に前年比20.1％の大

幅増を記録したあと、13年度は0.8％増と伸

び悩んだが、14年度は9.1％増と堅調な伸び

を示した。15年度の計画も9.9％増と高い伸

びが見込まれている（製造業19.5％増、非製

造業6.1％増）。

　雇用情勢は、増税後も着実な改善を示して

いる。完全失業率は、13年の4.6％から15年

前半には3％台に低下した。有効求人倍率

は、09年4〜6月（0.35倍）をボトムに上向き

に転じ、15年4〜6月には0.95倍まで上昇し

た。雇用情勢は他地域に比べれば相対的には

なお厳しいものの、日銀短観の雇用人員判断

D.I.（過剰−不足、全産業）は、12年6月調

査（△2）で不足超に転じ、15年6月調査で

△19と大幅な不足超が続いている（全国平

均は△15）。雇用情勢は、依然として改善余

地が大きい。

図表2　北海道の鉱工業生産指数

85

90

95

100

105

110

115

120

125 （2010年＝100）

鉱工業生産
食料品
パルプ・紙・紙加工品

05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 （年）

（備考）北海道経済産業局資料より作成

◇北海道の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − 4 10 15 14 7 5 0 0 4

	 　（製造業） − − 11 16 17 11 10 11 11 4 11

	 （非製造業） − − 2 8 14 14 6 4 △	 3 △	 2 1

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	13.1 4.4 9.9 △	 8.6 △	 9.9 △	 0.2 △	 5.4 △	16.3 △	10.0

	 （製造業） − − △	18.0 1.5 16.6 △	15.2 △	 6.5 3.3 0.6 △	13.4 △	11.9

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 56.4 56.9 54.7 54.6 44.0 48.4 39.9 49.1 54.0

④鉱工業生産	 （前期比） − − 0.1 0.7 0.8 0.0 △	 3.4 △	 0.4 △	 2.6 2.0 △	 2.5

　	 （前年比） 0.5 △	 2.5 △	 1.6 2.0 4.5 1.7 △	 2.2 △	 2.9 △	 6.2 △	 4.6 △	 3.1

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比） 0.8 1.4 1.3 1.1 0.7 7.0 △	 3.2 1.1 0.8 △	 4.0 4.5

	 （百貨店、既存店、前年比） 1.3 0.2 3.2 0.8 0.8 10.7 △	 7.8 △	 1.1 △	 1.1 △	 6.8 4.2

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.74 0.86 0.71 0.78 0.82 0.86 0.87 0.86 0.89 0.90 0.95

⑦完全失業率	 （%） 4.6 4.1 4.7 4.1 4.6 4.3 3.7 3.7 4.6 3.6 3.1

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 0.5 △	 8.5 5.5 3.9 △	 9.6 △	 7.9 △	 8.9 △	15.8 △	 0.7 △	 3.0 6.0

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 0.0 1.1 0.0 △	 0.9 0.0 △	 0.1 0.2 0.6 1.1 1.7 1.0

	 （個人向け、前年比） 0.0 △	 0.2 △	 0.8 △	 0.7 0.0 0.1 0.0 0.2 △	 0.2 △	 0.5 △	 0.4

	 （企業向け、前年比） 0.7 2.1 0.4 0.2 0.7 0.0 0.3 1.2 2.1 1.9 1.6

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行札幌支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：北
海道経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
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　個人消費は、増税後に下振れを余儀なくさ

れたものの、基調としては底堅く推移してい

る。大型小売店販売額（既存店ベース）は、

14年に前年比1.4％増と2年連続で増加したあ

と、駆込み需要の反動で15年1〜3月は△

4.0％と落ち込んだものの、4〜6月は4.5％増

と盛り返した（前年4〜6月は△3.2％）。住宅

投資も消費税増税前の駆込み需要の反動減が

終息しつつある。15年4〜6月の住宅着工戸

数は、前年比6.0％増と7四半期ぶりにプラス

に転じている。

主力産業である観光は、増税後に減速を余儀

なくされたものの、足元では持直しに転じて

いる。円安による訪日外国人の増加や、海外

旅行から国内旅行へのシフトも寄与した。来

道者数は、13年度に前年比4.7％増加したあ

と、14年度上期は小幅ながらも前年割れと

なったが、10〜12月にはプラスに転じ、15

年4〜6月は3.7％増と3四半期連続でプラスと

なった（図表3）。

　信用金庫の貸出金は、個人向けは弱含んで

いるものの、景気の持直しを受けて、企業向

けは堅調に推移している。15年6月末の残高は

前年比1.0％増と5四半期連続で増加を示した。

2	．東北―復興需要が引き続き景気を
下支えし、景気は回復軌道に復帰

　11年3月11日の東日本大震災で、太平洋沿

岸部の東北地方は津波の影響で壊滅的な打撃

を被った。福島第1原発の事故による環境汚

染は、依然として収束のメドが立っていな

い。ただ、インフラや設備の復旧が進むにつ

れて、経済活動は水準を切り上げ、生活再建

のための支出増は一巡したものの、復興需要

が引き続き景気を下支えしている。消費税増

税前の駆込み需要の反動で、経済活動は一時

的に下振れしたものの、14年度下期には回

復軌道に復帰した。雇用情勢は一段とひっ迫

度合いを強めている。

　日銀短観の業況判断D.I.（全産業）は、震

災後の11年6月（△21）を2番底に再び改善

基調に転じた（図表4）。円高や欧州債務危
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図表4　日銀短観の業況判断D.I.（東北）
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図表3　来道者数の推移



	 調　査	 25

機による輸出の落込みなどから、12年度に

は改善一服となったものの、復興事業の進捗

やアベノミクス効果の浸透につれて再び上向

きに転じ、14年3月のD.I.は、＋13と91年11

月（＋15）以来の高水準を記録した。消費

税増税後には他地域同様に低下を余儀なくさ

れたものの、復興事業の下支えで相対的には

底堅く推移し、15年6月のD.I.は前期比1ポイ

ント上昇の＋8と全国平均（＋7）を小幅な

がらも上回っている。6月のD.I.を業種別に

みると、製造業が△2と水面下に沈む一方

で、非製造業は＋14と全国9地域で九州と並

んで最も高かった。とりわけ、建設（＋

26）、不動産・物品賃貸（＋29）など復興関

連の業種が高水準の景況感を維持し、小売業

（＋4）もプラスに転じている。

　一方、より規模の小さい企業を対象とした

信金中央金庫の中小企業景気動向調査の業況

判断D.I.（総合）は、13年10〜12月の△2.7

をピークに水準を切り下げている。15年4〜

6月は、前期比3.8ポイント上昇の△15.4と2

四半期ぶりにマイナス幅が縮小したものの

（図表5）、全国11地域で最も低い水準にとど

まった。中小・零細企業においては、復興需

要の景気押上げ効果が薄らいできたといえよ

う。ただ、4〜6月のD.I.を業種別にみると、

不動産（＋9.9）は9四半期連続でプラスとな

り、建設（＋9.3）は16四半期連続でプラス

を記録している。

　企業の生産活動に目を向けると、震災直後

は未曾有の落込みを余儀なくされたが、生産

設備の復旧は想定以上のペースで進み、電力

をはじめとしたエネルギーの供給制約も徐々

に薄れたことから、鉱工業生産は急ピッチで

持直しに転じた。12年度は円高の長期化や

海外経済の減速などから減産が続いたが、

13年度にはアベノミクス効果で再び持直し

に転じ、年度下期には増勢を強めた。ただ、

消費税増税前の駆込み需要の反動で、鉱工業

生産は、14年4〜6月に前期比△2.4％と5四半

期ぶりにマイナスに転じ、年後半も弱含みで

推移した。15年に入っても、生産活動は一

進一退で推移している。

　設備投資は、やや慎重化している。日銀短

観（6月調査）によると、全産業の設備投資

額は、復興需要の一巡で、13年度に前年比

△8.2％と3年ぶりにマイナスとなったが、14

年度は製造業を中心に14.9％増と2桁の高い

伸びを示した。ただ、大幅増の反動もあっ

て、15年度の計画ベースでは、△8.4％と減

少が見込まれている。

　被災地を中心に東北の雇用情勢は震災後に

大きく悪化し、11年4〜6月の完全失業率

図表5	　中小企業景気動向調査	
（東北の業況判断D.I.）

14年
7〜9 10〜12

15年
1〜3 4〜6

総合 △	 14.8 △	 9.9 △	 19.2 △	 15.4

製造 △	 22.1 △	 12.4 △	 28.7 △	 24.5

卸売 △	 24.6 △	 19.8 △	 30.9 △	 22.5

小売 △	 38.7 △	 36.3 △	 38.8 △	 31.5

サービス △	 18.3 △	 15.1 △	 22.9 △	 10.1

建設 25.7 28.2 16.3 9.3

不動産 6.0 6.0 14.7 9.9

（備考）信金中央金庫資料より作成
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（総務省による補完推計値）は、6.0％と前期

比0.5ポイント上昇した。その後も、雇用環

境は厳しい状態が続いたが、復興需要が本格

化するにつれて、労働需給は大きく改善し

た。有効求人倍率は、13年4〜6月に1.00倍と

需給均衡点の1倍に達し、15年4〜6月には

1.20倍まで上昇した（全国平均は1.18倍）。4

〜6月の倍率を県別にみると、福島（1.43

倍）、宮城（1.30倍）は高水準ながらも水準

をやや切り下げているが、岩手（1.21倍）は

上昇基調を維持している（図表6）。求人は

建設など復興関連に集中しており、雇用のミ

スマッチの解消にはなお時間を要しようが、

復興の進展につれて、雇用情勢は一段と改善

に向かうことが期待できよう。

　個人消費は、震災直後こそ大きく落ち込ん

だものの、その後は生活再建関連の支出増で

持直しに転じた。12年の大型小売店販売額

（既存店）は、前年比2.9％増と2年連続で増

加を示した。生活再建支出のピークアウトや

増税による購買力の低下で、13〜14年の個

人消費は伸び悩んだが、足元では上向きに転

じつつある。駆込み需要の反動で、大型小売

店販売額（既存店）は、15年1〜3月に前年

0.2
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図表6　有効求人倍率の推移

◇東北の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − 5 6 12 13 9 8 9 7 8

	 （製造業） − − △	 3 1 7 4 8 6 5 1 △	 2

	 （非製造業） − − 11 9 15 18 10 10 10 11 14

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	17.1 △	11.0 △	 2.7 △	 9.5 △	19.6 △	14.8 △	 9.9 △	19.2 △	15.4

	 （製造業） − − △	29.3 △	17.8 △	10.4 △	17.6 △	27.6 △	22.1 △	12.4 △	28.7 △	24.5

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 53.2 49.1 50.5 53.3 41.9 48.0 41.2 46.7 51.0

④鉱工業生産	 （前期比） − − 1.1 2.5 4.2 0.4 △	 2.4 △	 0.4 △	 0.1 2.9 △	 4.0

	 （前年比）△	 2.0 2.8 △	 6.3 △	 0.7 8.1 8.2 4.7 1.9 △	 3.0 0.0 △	 1.7

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 1.8 △	 0.3 △	 2.0 △	 2.2 0.2 3.4 △	 3.1 △	 0.1 △	 1.3 △	 5.0 2.6

	 （百貨店、既存店、前年比）△	 0.4 △	 0.6 △	 0.4 △	 1.0 △	 0.1 8.6 △	 7.5 △	 1.1 △	 2.7 △	 9.2 3.2

⑥有効求人倍率	 （倍） 1.02 1.13 1.00 1.03 1.07 1.10 1.13 1.13 1.17 1.18 1.20

⑦完全失業率	 （%） 4.0 3.6 4.0 4.4 4.0 3.6 3.5 3.7 3.4 3.7 3.7

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 22.2 △	 2.2 29.4 23.4 14.6 22.7 △	 4.3 △	 9.4 △	 9.3 △	15.7 5.8

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 0.1 1.6 △	 1.1 △	 0.9 0.1 0.3 1.6 2.0 1.6 1.2 1.1

	 （個人向け、前年比）△	 0.8 △	 0.5 △	 2.3 △	 1.6 △	 0.8 △	 0.0 0.1 0.3 △	 0.5 △	 0.3 0.0

	 （企業向け、前年比） 0.3 1.8 △	 1.0 △	 0.8 0.3 0.7 1.4 2.0 1.8 1.1 0.6

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行仙台支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：東
北経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均。③は新潟を含む。

（備考）厚生労働省資料より作成
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比△5.0％と落ち込んだが、4〜6月は2.6％増

と持ち直した（前年4〜6月は△3.1％）。雇用

情勢の改善に加えて、エネルギー価格の下落

が個人消費を押し上げている。住宅投資も持

ち直してきた。住宅着工戸数は、15年4〜6

月に前年比5.8％増と5四半期ぶりにプラスに

転じている。

　信用金庫の貸出金は、震災後の復興需要関

連はほぼ一巡したものの、景気の持直しを受

けて、増勢を維持している。15年6月末の残

高は、建設業や地公体向けを中心に前年比

1.1％増と7四半期連続でプラスを達成した。

3	．北関東・甲信越―増税後に下振れし
たが、企業の景況感は底堅さを維持

　東日本大震災は、北関東にも深刻な被害を

もたらしたが、サプライチェーンの復旧が進

むにつれて生産活動は水準を切り上げた。

12年春から秋にかけては、欧州債務危機や

円高の影響で輸出が落ち込み、生産活動も弱

含んだが、13年にはアベノミクス効果の浸

透につれて景気は持直しに転じた。消費税増

税前の駆込み需要で、14年1〜3月に加速し

たあと、家計支出の反動減で景気は下振れし

たが、14年度の下期には持直しに転じた。

労働需給のひっ迫を背景に、増税後も雇用情

勢は改善トレンドを維持している。

　日銀短観の業況判断D.I.をみると、首都圏

を含む関東甲信越の全産業D.I.は、震災後の

11年6月（△18）をボトムに持直しに転じ

た。輸出の落込みを主因に12年後半には景

況感も弱含んだが、13年には再び上向きに

転じ、消費税増税前の駆込み需要も寄与し

て、14月3月のD.I.は＋12とリーマン･ショッ

ク前の07年6月（＋13）以来の高水準を記録

した。増税後は下振れを余儀なくされたもの

の、総じて底堅く推移し、14年12月の＋5を

ボトムに持直しに転じつつある。

　中小・零細企業の景況感は、増税前後に落

ち込んだあと持直しの方向にあるが、足元で

は弱含んでいる。北関東・甲信越に限定した

信金中央金庫の中小企業景気動向調査をみる

と、業況判断D.I.（総合）は、震災後の11年

4〜6月の△40.2をボトムにマイナス幅が大き

く縮小した（図表7）。13年にはアベノミク

ス効果の浸透につれて改善ピッチが加速し、

10〜12月のD.I.は＋1.8とプラスを記録した。

14年には再び水面下に沈み、年後半には持

ち直したものの、15年4〜6月のD.I.は前期比

0.8ポイント低下の△11.6と小幅ながらも2四

半期連続で悪化した。業種別には、小売業が
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図表7	　中小企業景気動向調査	
（業況判断D.I.、北関東・甲信越）
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低迷している。

　域内経済への影響が大きい製造業の動向を

みてみると（注）3、関東甲信越の鉱工業生産

（静岡を含む）は、震災直後に大幅に落ち込

んだあと、サプライチェーンの復旧につれて

急速に持ち直したが、円高の長期化・海外経

済の減速などから、12年春から秋にかけて

は弱含んだ。海外経済の持直しと円高是正を

受けて、13年度には徐々に増勢を強めたが、

消費税増税後は大幅な減産を余儀なくされ

た。14年7〜9月をボトムに、鉱工業生産は

持直しに転じたものの、足元では改善一服と

なっている。

　設備投資は底堅く推移している。信金中央

金庫・中小企業景気動向調査の設備投資実施

企業割合（製造業）をみると、北関東・甲信

越は、震災からの復興投資をけん引役に、

12年4〜6月に32.8％に上昇した（図表8）。

その後は、復興投資のピークアウトで水準を

やや切り下げたものの、相対的には高い水準

を維持した。アベノミクス効果の浸透で、14

年10〜12月に36.1％まで上昇したあと水準を

やや切り下げたが、15年4〜6月で30.9％と全

国11地域のなかで東海（31.7％）に次いで2

番目に高い水準にある。

　雇用情勢は、増税後も改善基調を維持して

いる。限界的な労働需給を示す有効求人倍率

は、14年1〜3月に1.04倍と需給均衡点の1倍

に達し、15年4〜6月には1.16倍に上昇した。

一方、新潟を除く北関東・甲信の完全失業率

は、12年10〜12月に3.5％まで低下したあと改

善一服となったが、14年に入って水準を再び

切り下げ、10〜12月には3.0％まで低下した。

　家計のマインドは、増税直後に大きく落ち

込んだあと徐々に持ち直したものの、総じて

低調に推移した。街角の景況感を表す景気

ウォッチャー調査をみると、北関東・甲信の

家計動向関連の現状判断D.I.は、14年3月の

53.7から4月に34.7へ急落したあと持直しに

転じたものの、横ばいを示す50を割り込む

状況が続いた。ただ、15年4月には51.1まで

上昇し、マインドに動意がみえ始めている。

大型小売店販売額（既存店ベース）は、駆込

み需要のあった14年1〜3月を除けば総じて

前年割れが続いていたが（図表9）、15年4〜

6月は2.7％増とプラスを達成した（前年4〜6

月は△3.2％）。駆込み需要の反動減の一巡

で、4〜6月の住宅着工戸数は前年比8.6％増

（注）3	．北関東・甲信越の域内総生産に占める産業別の構成比をみてみると、製造業は26.7％と地域別では東海（32.6％）に次い
で2番目に高い。特に、県別にみると、北関東が高い（群馬32.4％、栃木31.0％、茨城29.3％）（県民経済計算、12年度）。
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（備考）信金中央金庫資料より作成

図表8　設備投資実施企業割合（製造業）
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と5四半期ぶりに増加に転じている。

　信用金庫の貸出金は、設備投資の伸び悩み

で企業向けは前年割れが続いているものの、

個人向けは持ち直しつつある。地公体向けは

堅調に推移し、貸出残高は前年比で横ばい圏

内の動きが続いている。

4	．首都圏―増税後に下振れしたが、
14年度下期に景気は回復基調に復帰

　一部埋立地での液状化現象や原発事故によ

る電力不足など、東日本大震災は首都圏にも

大きな打撃を与えた。サプライチェーンの復

旧や電力不足への対応が進むにつれて、製造

業は持直しに転じ、自粛ムードの一巡で非製

造業も緩やかに上向いたが、12年春から秋

にかけては、輸出の落込みで景気は弱含ん

だ。13年には円安・株高による資産効果で

個人消費が堅調に推移し、消費税増税前の駆

込み需要で、14年1〜3月に景気は加速した。

4月の増税後は、家計支出の反動減で景気は

下振れを余儀なくされたものの、14年度下

期には回復基調を取り戻した。

　域内総生産に占める産業別の構成比（県民

経済計算、12年度）をみてみると、首都圏

◇北関東・甲信越の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 1 2 8 12 8 6 5 7 8

	 （製造業） − − △	 7 △	 2 5 9 7 5 6 4 4

	 （非製造業） − − 3 4 9 12 9 6 5 9 11

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	18.6 △	13.8 1.8 △	 4.6 △	14.1 △	10.5 △	10.1 △	10.8 △	11.6

	 （製造業） − − △	21.2 △	17.9 4.5 4.8 △	 6.4 △	 3.2 △	 2.4 △	 3.5 △	 8.5

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 52.7 48.8 50.8 50.5 42.6 48.2 40.0 45.7 49.7

④鉱工業生産	 （前期比） − − 0.7 2.4 1.5 2.8 △	 4.2 △	 1.4 1.4 2.7 △	 2.4

	 （前年比）△	 2.7 1.6 △	 5.5 0.2 4.3 8.1 1.8 △	 1.5 △	 1.7 △	 1.3 0.1

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 1.4 △	 0.0 △	 1.3 △	 1.6 △	 0.7 3.9 △	 3.2 0.0 △	 0.8 △	 5.2 2.7

	 （百貨店、既存店、前年比）△	 0.4 △	 1.1 △	 0.2 △	 1.9 △	 1.1 6.9 △	 7.9 △	 1.2 △	 2.6 △	 9.1 3.1

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.89 1.07 0.86 0.91 0.97 1.04 1.07 1.08 1.09 1.12 1.16

⑦完全失業率	 （%） 3.8 3.2 4.0 3.8 3.8 3.3 3.2 3.4 3.0 3.7 3.1

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 8.8 △	 9.5 4.3 11.9 15.0 6.9 △	 9.7 △	14.9 △	15.6 △	 5.6 8.6

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 0.9 0.0 0.0 △	 0.0 0.9 0.5 0.7 0.5 0.0 △	 0.0 0.1

	 （個人向け、前年比）△	 1.0 △	 0.2 △	 1.7 △	 1.4 △	 1.0 △	 0.1 △	 0.1 △	 0.1 △	 0.2 0.1 0.7

	 （企業向け、前年比）△	 0.0 △	 1.0 △	 1.4 △	 1.5 △	 0.0 △	 0.3 △	 0.1 △	 0.7 △	 1.0 △	 1.2 △	 1.0

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：関東経済産
業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．①は首都圏を含む。③、⑦は新潟を除く。④は首都圏と静岡を含む。⑤は静岡を含む。
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（備考）静岡を含む。関東経済産業局資料より作成
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は、製造業のウエイトが11.6％と全国平均

（18.3％）を大きく下回り、製造業のウエイ

トが大きい北関東と好対照をなしている。首

都圏では、卸・小売業（16.7％）、不動産業

（15.6％）、運輸・通信業（12.9％）、金融・

保険業（6.9％）の構成比が全地域で最も高

い（図表10）。また、全国10地域別の人口増

加率をみると、10年から14年までの5年間

で、東北（△3.7％）、四国（△3.0％）、北海

道（△2.2％）など9地域が減少する一方で、

首都圏だけは1.5％増と増加基調を維持して

いる（図表11）。

　日銀短観では首都圏に限定した数字は公表

されていないことから、神奈川県の業況判断

D.I.（全産業）をみると、震災後の11年6月

（△12）をボトムに持直しの動きが続き、12

年後半には一時的に悪化を余儀なくされたも

のの、14年3月調査では＋14と07年12月（＋

14）以来の高水準を記録した。増税の影響

で6月調査では＋7に低下したが、その後は

一進一退で推移している。15年6月のD.I.は、

製造業の悪化で＋8と前期比4ポイント低下

したが、非製造業は1ポイント上昇の＋10と

堅調に推移している。

　中小・零細企業の景況感は、13年に入っ

てから改善テンポを高め、増税後も底堅く推

移している。信金中央金庫の中小企業景気動

向調査をみると、首都圏（総合）の業況判断

D.I.は、11年4〜6月の△39.2をボトムに総じ

図表11　地域別の人口増加率	 （単位：%）

全国 北海道 東北 北関東
甲信越 首都圏 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州

05年 △	 0.0 △	 0.4 △	 0.6 △	 0.3 0.4 △	 0.3 0.3 △	 0.1 △	 0.3 △	 0.5 △	 0.2
06年 0.1 △	 0.4 △	 0.6 △	 0.2 0.7 △	 0.2 0.4 0.0 △	 0.3 △	 0.5 △	 0.1
07年 0.1 △	 0.5 △	 0.7 △	 0.2 0.8 △	 0.2 0.3 0.0 △	 0.2 △	 0.6 △	 0.2
08年 0.0 △	 0.6 △	 0.7 △	 0.3 0.7 △	 0.3 0.2 △	 0.0 △	 0.4 △	 0.6 △	 0.2
09年 △	 0.0 △	 0.4 △	 0.6 △	 0.3 0.5 △	 0.3 △	 0.1 △	 0.0 △	 0.4 △	 0.5 △	 0.2

05〜09年 0.2 △	 2.2 △	 3.1 △	 1.2 3.1 △	 1.2 1.2 △	 0.1 △	 1.5 △	 2.7 △	 0.9
10年 0.0 △	 0.3 △	 0.6 △	 0.3 0.6 △	 0.3 △	 0.2 △	 0.0 △	 0.3 △	 0.5 △	 0.1
11年 △	 0.2 △	 0.4 △	 1.1 △	 0.4 0.2 △	 0.4 △	 0.2 △	 0.1 △	 0.4 △	 0.6 △	 0.1
12年 △	 0.2 △	 0.5 △	 0.8 △	 0.5 0.1 △	 0.4 △	 0.1 △	 0.2 △	 0.4 △	 0.5 △	 0.2
13年 △	 0.2 △	 0.5 △	 0.7 △	 0.5 0.2 △	 0.5 △	 0.1 △	 0.2 △	 0.5 △	 0.7 △	 0.2
14年 △	 0.2 △	 0.6 △	 0.6 △	 0.5 0.4 △	 0.5 △	 0.2 △	 0.2 △	 0.5 △	 0.7 △	 0.3

10〜14年 △	 0.7 △	 2.2 △	 3.7 △	 2.2 1.5 △	 2.0 △	 0.8 △	 0.7 △	 2.0 △	 3.0 △	 0.9

（備考）人口は各年の10月1日時点。総務省『人口推計』より作成
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て持直しの動きが続き、14年10〜12月には

△8.5まで改善が進んだ。15年に入って改善

一服となったが、4〜6月は前期比1.4ポイン

ト上昇の△8.6と全国平均（△8.9）を小幅な

がらも上回っている。

　首都圏の景況感を左右する不動産市況は、

リーマン・ショック後に信用収縮の深刻化で

急速に冷え込んだが、マンション在庫の調整

一巡と景気の持直しを背景に、下げ止まっ

た。市街地価格指数を前年比でみると（図表

12）、東京区部では、09年3月をボトムにマ

イナス幅が徐々に縮小し、13年9月以降は小

幅ながらもプラスに転じている。

　マンションの在庫調整一巡や地価の先安観

の後退を背景に、住宅投資は震災後も総じて

持直しの動きが続いてきた。住宅着工戸数は

10年4〜6月に前年比4.7％増と増加に転じ、

11年7〜9月まで6四半期連続で増加した。そ

の後1年程度は足踏み状態に陥ったが、13年

の住宅着工戸数は前年比6.2％増と4年連続で

増加を記録した。消費税増税後は駆込み需要

の反動減が続いたが、15年4〜6月の着工戸

数は前年比12.2％増と5四半期ぶりにプラス

に転じた。

　一方、製造業の生産活動は、海外経済の持

直しと円高是正で、13年度には持直しの動

きを強めたが、増税後の14年度上期には大

幅減産を余儀なくされた。製造業出荷額（工

業統計表、13年）の業種別構成比をみると、

首都圏は、電気機械（10.1％、電子部品・デ

バイス等を含む）や輸送用機械（14.8％）の

ウエイトが高い。関東甲信越（静岡を含む）

の鉱工業生産は、14年度下期以降も伸び悩

み、輸送機械や電気機械関連の生産も一進一

退で推移している。高額な耐久消費財は、増

税前の駆込み需要の反動がなお尾を引いてい

るとみられ、首都圏の生産活動は今後も力強

さには欠けた動きにとどまろう。

　雇用情勢は増税後も持直しの動きが続いて

いる。完全失業率は、10年4〜6月（5.3％）

をピークに水準を切り下げ、15年4〜6月に

は3.4％まで低下した。有効求人倍率は、13

年10〜12月に1.04倍と需給均衡点の1倍に達

し、15年4〜6月には1.24倍まで上昇した。個

人消費は、雇用情勢の改善や円安・株高によ

る資産効果から、基調としては堅調に推移し

ている。大型小売店販売額（既存店ベース）

は、14年に前年比1.3％増とプラスに転じた

あと、駆込み需要の反動で15年1〜3月は△

3.9％と落ち込んだものの、4〜6月は5.0％増

と盛り返した（前年4〜6月は△3.0％）。

　信用金庫の貸出金は、住宅ローンが底堅く

推移するなか、景気の持直しを受けて、不動
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図表12　市街地価格指数（前年比）の推移

（備考）日本不動産研究所資料より作成
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産業向けを中心に企業向けが徐々に増勢を強

めている。15年6月末の残高は、前年比2.6％

増と9四半期連続でプラスとなった。

5	．北陸―増税後も生産活動は総じて堅
調に推移。雇用情勢は一段とひっ迫

　北陸地方の景気は、震災の影響も比較的軽

微にとどまり、製造業を中心に全体としては

持直しの動きが続いている。アベノミクス効

果の浸透と消費税増税前の駆込み需要で、

13年度には企業のマインドも大きく改善し、

景気は増勢が強まった。増税後に家計部門は

反動減を余儀なくされたものの、生産活動は

総じて堅調に推移し、雇用情勢はひっ迫度合

いが一段と強まっている。足元では、家計部

門も持直しに転じており、北陸経済は着実に

回復している。

　企業の景況感は、震災後の悪化度合いも軽

微にとどまり、総じて持直しの動きが続いて

いる。輸出の落込みで12年には悪化を余儀

なくされたが、アベノミクス効果の浸透につ

れて、13年度には大幅な改善を示した。日

銀短観の業況判断D.I.（全産業）をみると、

12年12月調査（△16）を直近のボトムに改

善基調に転じ、消費税増税前の駆込み需要も

寄与して、14年3月のD.I.は＋17と91年11月

（＋18）以来の高水準を記録した（図表13）。

増税後の6月調査では＋5と大きく低下した

ものの、15年3月のD.I.は＋13と3四半期連続

で上昇し、6月も＋11と高水準を維持してい

る。3月のD.I.は全国9地域で最も高かった。

北陸新幹線の開業（15年3月14日）も景況感

を押し上げており、6月の宿泊・飲食サービ

スのD.I.は＋62まで上昇している。反面、中

小・零細企業の景況感は、増税後に下振れを

余儀なくされたが、足元では改善を示してい

◇首都圏の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 1 2 8 12 8 6 5 7 8

	 （製造業） − − △	 7 △	 2 5 9 7 5 6 4 4

	 （非製造業） − − 3 4 9 12 9 6 5 9 11

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	18.3 △	16.9 △	11.7 △	10.0 △	10.9 △	 9.7 △	 8.5 △	10.0 △	 8.6

	 （製造業） − − △	22.3 △	20.3 △	12.8 △	 9.1 △	11.3 △	 9.1 △	 6.4 △	 8.0 △	 8.5

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 55.7 51.8 52.6 54.8 46.9 49.0 42.4 49.3 53.3

④鉱工業生産	 （前期比） − − 0.7 2.4 1.5 2.8 △	 4.2 △	 1.4 1.4 2.7 △	 2.4

	 （前年比）△	 2.7 1.6 △	 5.5 0.2 4.3 8.1 1.8 △	 1.5 △	 1.7 △	 1.3 0.1

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 0.4 1.3 0.6 △	 0.1 △	 0.1 6.6 △	 3.0 0.9 0.9 △	 3.9 5.0

	 （百貨店、既存店、前年比） 1.7 1.9 3.4 0.9 1.6 10.1 △	 4.6 1.0 1.0 △	 4.6 7.7

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.94 1.13 0.92 0.97 1.04 1.08 1.12 1.16 1.18 1.20 1.24

⑦完全失業率	 （%） 4.1 3.5 4.0 3.9 3.9 3.6 3.6 3.4 3.5 3.5 3.4

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 6.2 △	 6.6 10.7 6.3 5.1 5.3 △	13.4 △	12.0 △	 5.2 △	 2.9 12.2

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 1.2 1.9 0.0 0.4 1.2 1.1 1.4 1.8 1.9 2.3 2.6

	 （個人向け、前年比） 0.0 0.3 △	 0.1 △	 0.0 0.0 0.2 0.0 0.1 0.3 1.0 1.8

	 （企業向け、前年比） 1.6 2.5 0.0 0.4 1.6 1.4 1.8 2.4 2.5 2.7 2.7

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：関東経済産
業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．①は北関東・甲信越を含む。④は北関東・甲信越と静岡を含む。
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る。信金中央金庫の中小企業景気動向調査を

みると、業況判断D.I.（総合）は、アベノミ

クス効果の浸透で13年10〜12月に△1.9と前

期比12.4ポイント上昇し、全国平均（△2.5）

を小幅ながらも上回った。その後は、水準を

切り下げたものの、15年4〜6月のD.I.は、△

5.6と6.7ポイント改善し、全国平均（△8.9）

を上回っている。

　北陸地方は、製造業の動向が域内経済に与

える影響が大きい（注）4。製造業出荷額（工業

統計表、13年）の業種別構成比をみると、

北陸は、はん用・生産用・業務用機械

（18.6％）、電気機械（18.3％、電子部品・デ

バイス等を含む）のウエイトが高い。はん

用・生産用・業務用機械は、新興国経済の減

速の影響を受けて、11年後半から12年にか

けて大幅減産を余儀なくされたあと、13年

には持直しに転じたが、増税後は一進一退で

推移している（図表14）。対照的に、電子部

品・デバイスは、14年度に入ってから大幅

に増加している。鉱工業生産全体では、増税

後も底堅く推移し、14年後半には増勢を強

めた。15年に入ってからは、生産活動は高

水準横ばいとなっているものの、前年比では

堅調に推移している。4〜6月の鉱工業生産

は前年比7.8％増と高い伸びを示し、業種別

では、はん用・生産用・業務用機械（△

2.6％）が3四半期連続で減少する一方、電子

部品・デバイス（44.7％増）は4四半期連続

でプラスとなった。また、繊維（△6.3％）

が軟調に推移する一方、化学（4.3％増）は

堅調な伸びを維持している。

　景気回復を受けて、設備投資は好調に推移

している。日銀短観（6月調査）によると、

（注）4	．域内総生産に占める製造業の構成比は、北陸は21.8％と、東海（32.6％）、北関東・甲信越（26.7％）、中国（23.6％）に次
いで高い（県民経済計算、12年度）。
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図表13　北陸の景況感の推移 図表14　北陸の鉱工業生産指数
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全産業の設備投資額は、13年度に前年比△

2.3％と4年ぶりにマイナスとなったが、14年

度は44.0％増、15年度の計画は46.1％増と大

幅な増加が見込まれている。

　雇用情勢は、12年後半に改善一服となっ

たが、その後は持直しの動きが再び強まっ

た。有効求人倍率は、09年7〜9月の0.49倍を

ボトムに上昇基調が続き、15年4〜6月には

1.50倍と需給均衡点の1倍を大きく上回った

（図表15）。4〜6月の有効求人倍率は全国10

地域のなかで最も高い水準にある。また、完

全失業率は15年1〜3月に2.6％まで低下した。

北陸の雇用情勢は、他地域に比べて、良好な

状態が続いている。日銀短観の雇用人員判断

D.I.（過剰−不足）をみても、15年6月調査

で△18と大幅な不足超の状態にある（先行

き見通しは△25）。

　個人消費は、増税後に下振れを余儀なくさ

れたものの、雇用情勢の改善を受けて、基調

としては緩やかに持ち直している。大型小売

店販売額（既存店ベース）は、14年に前年

比1.5％増とプラスに転じたあと、駆込み需

要の反動で15年1〜3月は△3.9％と落ち込ん

だものの、4〜6月は3.5％増と盛り返した

◇北陸の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 3 4 9 17 5 7 9 13 11

	 （製造業） − − 0 4 7 20 9 10 10 13 10

	 （非製造業） − − △	 4 3 10 15 4 5 9 14 12

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	17.5 △	14.3 △	 1.9 △	 2.0 △	11.7 △	13.8 △	 8.7 △	12.3 △	 5.6

	 （製造業） − − △	26.9 △	22.5 1.8 △	 2.3 △	 9.9 △	10.8 △	 3.3 △	 8.5 △	 5.6

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 57.0 51.9 54.1 53.7 45.5 47.5 44.7 51.0 57.0

④鉱工業生産	 （前期比） − − 4.2 1.5 0.3 0.0 0.1 3.0 4.9 △	 1.0 0.7

	 （前年比） 4.9 5.0 5.5 7.3 6.9 6.3 1.5 3.4 8.8 7.0 7.8

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 1.4 1.5 △	 1.0 △	 1.5 0.0 5.2 △	 1.7 1.6 1.0 △	 3.9 3.5

	 （百貨店、既存店、前年比）△	 0.8 1.5 0.6 △	 2.5 △	 1.3 8.7 △	 5.5 2.2 0.6 △	 8.1 3.8

⑥有効求人倍率	 （倍） 1.15 1.38 1.11 1.20 1.27 1.34 1.38 1.39 1.44 1.50 1.50

⑦完全失業率	 （%） 3.4 3.1 3.5 3.4 3.3 2.9 3.2 3.2 3.1 2.6 2.9

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 23.0 △	16.0 22.2 15.4 29.9 △	14.6 △	16.4 △	 8.4 △	23.0 12.2 15.7

⑨信用金庫貸出金	 （前年比）△	 1.2 △	 0.2 △	 2.6 △	 2.9 △	 1.2 △	 1.5 △	 1.9 △	 0.4 △	 0.2 △	 0.5 0.8

	 （個人向け、前年比）△	 1.0 △	 0.1 △	 1.4 △	 1.3 △	 1.0 0.0 △	 0.0 △	 0.0 △	 0.1 △	 0.2 0.3

	 （企業向け、前年比）△	 4.3 △	 2.3 △	 6.1 △	 6.3 △	 4.3 △	 5.0 △	 5.6 △	 2.9 △	 2.3 △	 2.4 △	 2.2

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行金沢支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：中
部経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．⑦は新潟を含む。
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図表15　北陸の有効求人倍率の推移
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（前年4〜6月は△1.7％）。また、4〜6月の住

宅着工戸数は、前年比15.7％増と2四半期連

続で増加を示した。

　信用金庫の貸出金は、個人向けが下げ止ま

り、景気の持直しを受けて、企業向けもマイ

ナス幅が縮小してきた。地公体向けの堅調な

伸びが寄与して、15年6月末の貸出残高は、

前年比0.8％増と小幅ながらも23四半期ぶり

にプラスに転じた。

6	．東海―景気は回復基調を取り戻し
たが、生産活動は伸び悩み

　東海地方は、08年9月のリーマン・ショッ

ク後に好不調の波が著しく拡大した自動車産

業に対する依存度が高いことから、景気全体

としても振れ幅が大きい。生産活動は、震災

後に大きく落ち込んだあと、自動車のサプラ

イチェーンの復旧につれて持直しに転じた

が、12年春以降は、エコカー補助金の打切

りや対中関係の悪化などを背景に、減産を余

儀なくされた。13年には海外経済の回復や

円安を背景に、生産活動は持直しに転じ、

14年1〜3月には消費税増税を前にした自動

車の増産で景気は加速したものの、増税後は

一転して景気の下振れを余儀なくされた。

14年度下期に、景気は回復基調を取り戻し

たが、自動車を中心に生産活動は伸び悩んで

いる。

　日銀短観によると、東海4県の業況判断

D.I.（全産業）は、震災後の11年6月に△27

と3月比20ポイント低下したあと、自動車の

供給制約の低下につれて持ち直し、12年3月

のD.I.は△2まで改善した。その後は、円高・

ユーロ圏経済の後退、震災やタイの洪水から

のばん回生産の一巡、エコカー補助金の打切

り、対中関係の悪化など悪条件が重なり、

12年12月には△12に落ち込んだ。しかし、

13年には再び上向きに転じ、14年3月の

D.I.は＋11とリーマン・ショック前の07年6

月（＋14）以来の高水準を記録した。増税

後は駆込み需要の反動減を主因に落ち込んだ

が、一段の円安進行、輸出の持直しなどか

ら、9月の0をボトムに15年6月には＋5まで

持ち直した。

　中小・零細企業の景況感も、増税直後に大

きく下振れしたあと持ち直したものの、足元

では製造業を中心に弱含んでいる。信金中央

金庫・中小企業景気動向調査の業況判断

D.I.（総合）は、震災後の11年4〜6月（△47.1）

をボトムに徐々に持ち直し、アベノミクス効

果の浸透と増税前の駆込み需要で、14年1〜

3月には＋3.0まで改善した。駆込み需要の反

動減で4〜6月に△15.5まで悪化したあと持直

しに転じたが、15年4〜6月のD.I.は△11.3と

前期比4.3ポイント悪化した。

　鉱工業生産の動きを四半期ベースでみる

と、リーマン・ショック後は、主力の自動車

生産の増減につれて、振幅の大きい展開が続

いてきたが、13年度には米国経済の回復持

続や円高是正に加えて、消費税増税前の駆込

み需要が寄与して、生産活動は加速した（図

表16）。しかし、増税後は、主力の自動車生

産の落込みで、生産活動は伸び悩んでいる。

15年4〜6月の鉱工業生産は、前期比△1.2％
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と2四半期連続で減少を示した。

　一方、円安による国内回帰の動きも寄与し

て、設備投資は堅調に推移している。日銀短

観（6月調査）の設備投資の動きをみると

（静岡を除く東海3県）、非製造業の反動減で

13年度は前年比△4.6％と4年ぶりに減少した

ものの、製造業をけん引役に14年度は7.8％

増とプラスに転じた。15年度の計画は18.8％

増と2桁の高い伸びが見込まれている。ちな

みに、信金中央金庫・中小企業景気動向調査

の設備投資実施企業割合（製造業）をみる

と、東海地方は15年4〜6月で31.7％と全国

11地域のなかで最も高い水準となった。

　工場立地件数は、世界同時不況と円高の直

撃で09年に半減したあと、10年も大きく落

ち込んだ。しかし、円高の長期化や電力の供

給制約という逆風にもかかわらず、11年に

は前年比17.7％増と持ち直し、その後も、12

年 が29.5％ 増、13年 が22.2％ 増、14年 が

45.0％増と堅調に推移している（図表17）。

　雇用情勢は増税後も改善基調を維持してい

る。完全失業率は、09年7〜9月の4.9％を

ピークに着実に低下し、15年1〜3月には

2.5％まで低下した。有効求人倍率は、景気

◇東海の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 5 0 5 11 3 0 3 5 5

	 （製造業） − − △	 7 0 7 12 1 1 5 5 4

	 （非製造業） − − △	 2 1 4 11 4 △	 1 1 6 7

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	16.9 △	10.6 △	 0.6 3.0 △	15.5 △	 9.1 △	 7.0 △	 7.0 △	11.3

	 （製造業） − − △	16.6 △	12.5 △	 1.4 3.5 △	 9.1 △	 4.9 △	 5.3 △	 5.7 △	13.4

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 54.5 52.3 55.7 56.1 45.3 49.3 44.3 49.8 52.0

④鉱工業生産	 （前期比） − − 1.5 1.6 0.6 3.4 △	 1.9 1.5 0.3 △	 0.5 △	 1.2

	 （前年比） 0.6 4.4 △	 1.6 5.4 6.6 9.4 2.5 3.2 2.6 △	 1.0 0.3

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比） 0.7 1.4 2.0 1.2 1.3 7.7 △	 2.4 0.6 0.0 △	 5.1 3.7

	 （百貨店、既存店、前年比） − − − − − − − − − − −

⑥有効求人倍率	 （倍） 1.11 1.33 1.08 1.15 1.23 1.30 1.34 1.33 1.35 1.38 1.37

⑦完全失業率	 （%） 3.3 2.8 3.3 3.3 3.3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.5 2.6

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 14.5 △	13.2 18.1 19.7 11.7 △	 1.1 △	 9.5 △	19.2 △	20.5 △	 5.6 3.5

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 1.7 2.8 0.8 0.9 1.7 1.6 2.3 2.8 2.8 2.5 2.6

	 （個人向け、前年比） 3.3 2.7 2.9 3.1 3.3 3.7 3.4 3.0 2.7 2.9 3.4

	 （企業向け、前年比） 0.2 2.2 △	 1.2 △	 0.9 0.2 0.0 0.9 1.8 2.2 1.8 1.8

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：中部経済産
業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．④、⑤ともに静岡を除く。
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図表16　東海の鉱工業生産指数
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の悪化で12年後半に一時的に低下したもの

の、総じて上向きトレンドを維持している

（図表18）。15年4〜6月の有効求人倍率は、

1.37倍と1〜3月の1.38倍から小幅低下した

が、全国10地域のなかでは北陸（1.50倍）に

次いで2番目に高い水準にある。

　個人消費は、雇用情勢の改善や円安・株高

による資産効果で、基調としては持直しの動

きが続いている。大型小売店販売額（既存店

ベース）は、14年に前年比1.4％増と2年連続

で増加したあと、15年1〜3月には駆込み需

要の反動減で△5.1％と落ち込んだが、4〜6

月には3.7％増と盛り返した（前年4〜6月は

△2.4％）。住宅投資も駆込み需要の反動減が

収束しつつある。4〜6月の住宅着工戸数は

前年比3.5％増と6四半期ぶりにプラスに転じ

ている。

　信用金庫の貸出金は、住宅ローンを中心に

個人向けが堅調に推移するなか、景気の持直

しで企業向けも上向いている。地公体向けの

貸出増も寄与して、15年6月末の残高は前年

比2.6％増と20四半期連続で増加した。

7	．近畿―増税後も生産活動は底堅く
推移したが、足元では伸び悩み

　近畿地方は、震災による落込みが小さかっ

た反面、円高・海外経済の減速に加えて、基

幹産業である電機の不振もマイナスに作用

し、景気は12年を通じて低調に推移した。

原発依存度が高かったことから、電力問題も

経済活動に影を落とした。ただ、13年には

アベノミクス効果の浸透につれて緩やかに持

ち直した。消費税増税後の景気下振れも比較

的軽微にとどまり、生産活動は底堅く推移し

たが、在庫の積み上がりで、足元では伸び悩

んでいる。雇用情勢は増税後も緩やかな持直

しの動きが続き、個人消費は基調として緩や

かに持ち直している。

　日銀短観の業況判断D.I.（全産業）をみる

と、震災後の11年6月に△15に低下したあと
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図表18　有効求人倍率の推移
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再び持直しに転じたが、復旧・復興が進むに

つれて、被災地の業況判断D.I.が大きく改善

したのに対して、近畿の改善テンポは鈍く、

12年を通じて低調に推移した（図表19）。し

かし、13年にはアベノミクス効果による円

安・株高を追い風に、企業の景況感は持直し

の動きを徐々に強めた。電機関連のリストラ

進展や消費税増税前の駆込み需要も寄与し

て、14年3月のD.I.は＋8とリーマン・ショッ

ク前の07年6月（＋9）以来の高水準を記録

したが、全国9地域では最も低い水準にとど

まった。増税後は他地域同様に下振れした

が、相対的には底堅く推移し、15年6月の

D.I.は＋7と前期比1ポイント改善し、全国平

均と同水準となった。

　中小・零細企業の景況感は、相対的に良好

な水準で推移している。信金中央金庫・中小

企業景気動向調査をみると、業況判断D.I.	

（総合）は、11年4〜6月の△35.5をボトムに

上向きに転じ、14年1〜3月には＋4.3と2四半

期連続でプラスを記録した。増税後の4〜6

月には△9.5に低下し、その後も一進一退で

推移しているが、15年4〜6月のD.I.は△7.3

と前期比1.0ポイントの改善を示し、全国平

均（△8.9）を上回る水準で推移している。

　生産活動は、円高や海外経済減速による輸

出の落込みで震災後に低迷を余儀なくされた

ものの、13年度には米国経済の回復持続や

円安をテコに持直しに転じた。鉱工業生産

は、消費税増税前の駆込み需要も寄与して、

14年1〜3月に前期比3.6％増と急伸したあと、

14年度上期は減産を余儀なくされたが、前

年比ではプラスを維持した。輸出と設備投資

の持直しで、14年度下期には大幅な増産に

転じたが、その反動もあって、15年4〜6月

に前期比△5.3％と落ち込むなど、振れの大

きい動きとなった。4〜6月の前年比は△

1.3％と2年ぶりにマイナスに転じたが、主要

業種別にみると、電子部品・デバイス

（21.2％増）や情報通信機械（16.2％増）は

高い伸びを維持している。ちなみに、出荷と

在庫の前年比をプロットした在庫循環図（図

表20）をみると、軽度ながらも在庫調整局

面にある。

　設備投資は、緩やかながらも回復基調を維

持している。日銀短観（6月調査）の設備投

資額は、13年度の前年比0.3％増から14年度

には7.5％増に加速した。15年度の計画は、

2.9％増と小幅な増加にとどまっているが、

円安効果で製造業は20.1％増と大幅な増加が

見込まれている（非製造業は△6.9％）。

　雇用情勢は、増税後も方向としては緩やか
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中小企業景気動向調査
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（備考）日銀、信金中央金庫資料より作成

図表19　近畿の景況感の推移
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な持直しの動きが続いているが、依然として

厳しさが残っている。完全失業率は、14年

の4.1％から15年4〜6月には3.7％まで低下し

た。有効求人倍率は09年10〜12月の0.45倍

をボトムに上昇基調をたどり、15年4〜6月

は1.09倍と需給均衡点の1倍を上回ったが、

全国平均（1.18倍）に比べれば低水準にとど

まっている。ちなみに、有効求人倍率を府県

別にみると、リーマン・ショック後には、滋賀、

大阪など工場の集積が厚かった地域が大幅に

水準を切り下げたことで、足元でもばらつき度

合いが縮小した状態が続いている（図表21）。

◇近畿の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 6 △	 2 2 8 2 1 5 6 7

	 （製造業） − − △	 8 △	 4 4 9 4 2 7 4 2

	 （非製造業） − − △	 3 △	 1 0 8 1 0 2 7 11

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	13.9 △	10.3 0.1 4.3 △	 9.5 △	 7.1 △	 4.8 △	 8.3 △	 7.3

	 （製造業） − − △	19.7 △	14.9 2.7 5.6 △	 5.9 △	 1.3 0.7 △	 7.2 △	 7.7

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 57.7 53.1 54.9 57.6 45.8 50.0 46.7 51.9 53.8

④鉱工業生産	 （前期比） − − 0.6 0.3 0.0 3.6 △	 0.6 △	 1.3 1.0 4.4 △	 5.3

	 （前年比）△	 1.5 3.1 △	 1.3 0.7 0.0 5.0 3.2 2.0 1.9 3.5 △	 1.3

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比） 0.0 1.1 0.8 △	 0.2 △	 0.0 6.7 △	 3.2 0.6 0.5 △	 5.1 4.9

	 （百貨店、既存店、前年比） 3.4 3.2 5.0 2.5 2.0 12.6 △	 3.0 1.9 1.5 △	 7.2 6.4

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.87 1.01 0.85 0.89 0.95 0.99 1.01 1.03 1.04 1.06 1.09

⑦完全失業率	 （%） 4.4 4.1 4.3 4.2 4.2 4.1 4.2 4.4 3.8 3.7 3.7

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 12.9 △	 8.7 5.9 15.3 29.6 △	 0.0 △	 2.0 △	 8.6 △	20.5 △	 8.2 0.1

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 2.4 2.6 0.6 1.0 2.4 2.4 2.7 2.7 2.6 2.7 2.9

	 （個人向け、前年比） 1.6 2.6 0.9 1.2 1.6 2.1 2.1 2.5 2.6 3.0 3.7

	 （企業向け、前年比） 1.2 1.8 △	 0.4 △	 0.0 1.2 1.3 1.6 1.7 1.8 1.6 1.5

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行大阪支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：近
畿経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．④、⑤ともに福井を含む。

0.3

0.5

0.7

0.9

1.1

1.3

05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15
（年）

（倍）

滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山

（備考）厚生労働省資料より作成

09.Ⅰ

10.Ⅰ

11.Ⅰ

12.Ⅰ

15.Ⅰ

13.Ⅰ

14.Ⅰ

-27 -24 -21 -18 -15 -12 -9 -6 -3 0 3 6 9 12 15
-14
-12
-10
-8
-6
-4
-2
0
2
4
6
8
10
12
14

（%）

在
庫（
前
年
比
）

出荷（前年比）

（%）

（備考）福井を含む。近畿経済産業局資料より作成

図表20　鉱工業の在庫循環図（近畿） 図表21　有効求人倍率の推移
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　家計のマインドは、増税後も相対的には底

堅さを保っている。街角の景況感を表す景気

ウォッチャー調査をみると、家計動向関連の

現状判断D.I.は、14年3月の60.1から4月に

40.4と急落したあと徐々に水準を切り上げ、

15年4月には55.0まで上昇した。大型小売店

販売額（既存店ベース）は、14年に前年比

1.1％増加したあと、15年1〜3月には駆込み

需要の反動減で△5.1％と落ち込んだが、4〜

6月には4.9％増と盛り返した（前年4〜6月は

△3.2％）。反面、駆込み需要の反動減が尾を

引いて、4〜6月の住宅着工戸数は前年比0.1％

増と横ばい圏内の動きにとどまっている。

　信用金庫の貸出金は、個人向けが堅調に推

移するなか、景気の持直しを受けて企業向け

も緩やかな増加が続いている。地公体向けの

貸出増も寄与して、15年6月末の貸出残高は前

年比2.9％増と10四半期連続で増加を示した。

8	．中国―回復基調を取り戻したが、
生産活動は伸び悩み

　中国地方は、震災の直接的な被害を受け

ず、サプライチェーン寸断の影響も小さかっ

た。原発への依存度が低かったことから、電

力の供給も安定している。その結果、震災に

よる落込みは比較的軽微なものにとどまった

ものの、円高の長期化や海外経済の減速など

から、製造業の生産活動は総じて弱含みで推

移した。ただ、13年には、米国経済の回復

持続に加えて、円高是正が追い風となり、製

造業の生産活動は持直しに転じた。増税後の

景気下振れも相対的には軽微にとどまり、

14年度の下期には回復基調を取り戻したが、

生産活動は伸び悩んでいる。

　日銀短観の業況判断D.I.（全産業）をみる

と、円高や海外経済の減速などから12年12

月に△13まで悪化したあと、輸出の底入れ

とともに持直しに転じ、アベノミクス効果の

浸透と消費税増税前の駆込み需要で、14年3

月のD.I.は＋17と91年8月（＋24）以来の高

水準を記録した（図表22）。増税後は低下を

余儀なくされたが、9月の＋6をボトムに15

年6月には＋12まで改善を示し、全国9地域

で九州と並んで最も高い水準を記録した。県

別にみても、広島の＋17を筆頭に総じて堅調

に推移している（図表23）。また、業種別に

みると、製造業では、はん用・生産用・業務

用機械（＋39）、自動車（＋38）、紙・パルプ

（＋25）などが高く、非製造業では、宿泊・

飲食サービス（＋43）、対事業所サービス（＋

27）、不動産（＋18）などの好調が目立った。

　反面、中小・零細企業の景況感は、増税後

（備考）日銀、信金中央金庫資料より作成
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図表22　中国の景況感の推移
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に水準を大きく切り下げ、足元でも一進一退

で推移している。信金中央金庫・中小企業景

気動向調査でみると、中国地方の業況判断

D.I.（総合）は、11年4〜6月の△33.4をボトム

にマイナス幅が着実に縮小し、アベノミクス効

果の浸透と駆込み需要の押上げ効果で、14年

1〜3月のD.I.は＋2.1と2四半期連続でプラスを

記録した。しかし、増税後は大きく下振れし、

15年4〜6月のD.I.は△10.9と前期比1.9ポイント

低下し、全国平均（△8.9）を下回っている。

　生産活動は、アベノミクス効果の浸透で、

他地域同様に13年に持直しの動きを強めた。

13年10〜12月の鉱工業生産は、前期比2.7％

増、前年比7.7％増に加速した。ただ、14年

に入ると、増産ペースは鈍化し、増税後は反

動減が一巡したあとも伸び悩んでいる。15

年1〜3月には前期比2.0％増と持ち直し、増

税前の水準を取り戻したが、続く4〜6月は

△1.8％と反落した。4〜6月の鉱工業生産は

前年比でも△1.5％と再び水面下に沈んだが、

主要業種別にみると、ウエイトの大きい輸送

機械（△2.1％）、化学（△1.4％）が減少する

一方、はん用・生産用・業務用機械（7.5％

増）は堅調な伸びを示した。

　設備投資は堅調に推移している。日銀短観

（6月調査）によると、14年度の設備投資額

◇中国の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 4 3 11 17 10 6 7 9 12

	 （製造業） − − △	 6 4 11 17 12 6 6 9 12

	 （非製造業） − − △	 3 3 11 17 7 6 7 9 11

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	10.4 △	12.5 1.1 2.1 △	12.8 △	13.3 △	12.0 △	 9.0 △	10.9

	 （製造業） − − △	10.7 △	 7.5 9.3 4.4 △	 4.7 △	 5.7 △	 7.3 △	 8.9 △	 9.4

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 54.9 52.8 54.8 57.2 43.3 47.6 43.3 48.1 51.4

④鉱工業生産	 （前期比） − − 1.0 1.9 2.7 0.2 △	 0.7 △	 0.2 △	 1.0 2.0 △	 1.8

	 （前年比） 0.8 2.4 △	 1.2 1.8 7.7 5.7 4.2 2.0 △	 2.1 0.4 △	 1.5

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 0.2 0.2 △	 0.3 △	 0.5 0.9 5.4 △	 4.3 △	 0.5 0.3 △	 5.2 4.3

	 （百貨店、既存店、前年比） 1.7 1.1 2.2 0.1 1.4 10.8 △	 6.1 △	 0.7 0.4 △	 8.4 3.8

⑥有効求人倍率	 （倍） 1.04 1.23 1.01 1.07 1.14 1.19 1.24 1.23 1.25 1.29 1.36

⑦完全失業率	 （%） 3.8 3.3 4.3 3.8 3.0 3.1 3.7 3.9 2.7 3.3 3.1

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 10.1 △	13.5 9.7 19.9 14.1 △	 0.4 △	13.2 △	16.7 △	20.7 △	 9.6 8.7

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 0.1 1.4 △	 0.5 △	 0.6 0.1 0.1 0.9 1.1 1.4 1.2 1.0

	 （個人向け、前年比）△	 1.0 △	 0.1 △	 1.5 △	 1.3 △	 1.0 △	 0.3 △	 0.0 △	 0.0 △	 0.1 △	 0.0 △	 0.2

	 （企業向け、前年比）△	 0.0 1.8 △	 0.8 △	 0.9 △	 0.0 0.0 0.8 1.5 1.8 1.9 1.7

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行広島支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：中
国経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均。⑦は四半期も原数値

図表23　日銀短観の業況判断D.I.

全産業 製造業 非製造業

全国平均
7 4 10

（7） （5） （9）

中国地方
12 12 11
（9） （9） （9）

岡山
13 10 14
（11） （8） （15）

広島
17 22 12
（10） （15） （5）

山口
8 5 10

（8） （3） （13）

鳥取・島根
8 8 8
（5） （5） （4）

（備考）15年6月調査。（	）内は3月。日銀資料より作成
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は全産業で前年比8.4％増と2年連続で増加

し、15年度の計画は6.4％増と全国平均

（3.4％増）を上回る伸びが見込まれている。

業種別にみると、製造業が6.8％増（14年度

13.8％増）、非製造業が5.8％増（14年度

1.6％増）と、いずれも前年を上回る計画と

なっている。一方、中小企業景気動向調査の

製造業の設備投資実施企業割合をみると、

14年1〜3月の31.7％をピークに、15年4〜6

月 は30.5％ に とどまったが、全国平均

（23.8％）を大きく上回っている。

　雇用情勢は、引き続き良好な状態を維持し

ている。14年の完全失業率は、3.3％と前年

比0.5ポイント低下した（全国平均は3.6％）。

労働需給を敏感に表す有効求人倍率は、15

年4〜6月に1.36倍まで上昇し、全国平均

（1.18倍）を上回っている。ちなみに、有効

求人倍率を県別にみると、リーマン・ショッ

ク前の景気回復期には、自動車など輸出産業

が集積し、工場立地の多かった岡山、広島が

高かったが（注）5、世界同時不況の直撃を受け

た08年度下期には両県の倍率が急低下した

（図表24）。この結果、県別格差が一旦はほ

ぼ解消したが、11年以降は岡山、足元では

広島の上昇が著しい。

　個人消費は底堅く推移している。大型小売

店販売額（既存店ベース）は、14年に前年

比0.2％増と小幅ながらもプラスに転じたあ

と、15年1〜3月には駆込み需要の反動減で

△5.2％と落ち込んだが、4〜6月には4.3％増

と盛り返した（前年4〜6月は△4.3％）。一

方、15年4〜6月の住宅着工戸数は、駆込み需

要の反動減の影響がようやく一巡し、前年比

8.7％増と6四半期ぶりにプラスに転じている。

　信用金庫の貸出金は、個人向けは依然とし

て弱含んでいるものの、景気の持直しで、企

業向けは増勢を維持している。15年6月末の

残高は前年比1.0％増と7四半期連続でプラス

となった。

9	．四国―増税後に景気は大きく下振
れしたが、14年度下期には持直し

四国の経済活動は、震災の影響が相対的に軽

微だったものの、その後の持直しの足取りは

重かった。輸出の落込みを主因に12年後半

には弱含みの動きとなったが、相対的に内需

依存度が高いことから、他地域に比べて底堅

く推移し、13年度にはアベノミクス効果の

（注）5	．14年まで5年間の工場立地件数は、広島（123件）、岡山（103件）、山口（93件）、島根（54件）、鳥取（47件）となってい
る（経済産業省「工場立地動向調査」より）。
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図表24　有効求人倍率の推移

（備考）厚生労働省資料より作成
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浸透につれて持直しの動きが強まった。増税

後に景気は大きく下振れしたものの、14年

度下期には企業の景況感や生産活動は持ち直

した。足元の景気は改善一服となっている

が、雇用情勢は改善基調を維持している。

　企業の景況感は、13年度に大きく改善した

あと、増税後は下振れを余儀なくされた。日

銀短観の業況判断D.I.（全産業）の推移をみ

ると、震災後の11年6月（△19）をボトムに

マイナス幅が着実に縮小し、12年6月のD.I.は

△7とリーマン・ショック前の06年12月（△7）

以来の水準を回復した。12年後半には弱含ん

だが、その後は持直しの動きが徐々に強ま

り、消費税増税前の駆込み需要も寄与して、

14年3月のD.I.は ＋17と91年11月（＋20）以

来の高水準を記録した。ただ、増税後には、

非製造業を中心に景況感は大きく水準を切り

下げた。15年3月のD.I.は前期比4ポイント上

昇の＋5と持直しに転じたが、6月は＋3に低下

した。6月のD.I.は全国9地域で最も低かった。

　中小・零細企業の景況感は、低水準が続い

ている。信金中央金庫・中小企業景気動向調

査の業況判断D.I.（総合）は、震災後の11年

4〜6月に△39.3に落ち込んだあと改善基調を

たどり、アベノミクス効果の浸透につれて

13年度には大きく改善したが、ピークの14

年1〜3月でも△4.5と水面下にとどまった

（図表25）。増税後には水準を切り下げ、7〜

9月には△18.5まで低下した。その後は、緩

やかな持直しの方向にあるものの、15年4〜

6月のD.I.は△9.8と全国平均（△8.9）を小幅

ながらも下回っている。

　鉱工業生産は、円高是正にもかかわらず、

13年に入っても一進一退で伸び悩んだが、

10〜12月には前期比1.7％増と3四半期ぶりに

プラスに転じ、消費税増税前の駆込み需要も

寄与して、14年1〜3月には3.8％増に加速し

た（図表26）。増税後は減産を余儀なくされ
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図表25　	中小企業景気動向調査（業況判断D.I.、四国）
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図表26　四国の鉱工業生産指数
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たが、10〜12月に前期比0.4％増と3四半期ぶ

りに増加に転じ、15年1〜3月には前期比

4.3％増と急伸を示した。ただ、その反動も

あって、4〜6月の鉱工業生産は、前期比△

3.0％と再び水面下に転じ、前年比では△

0.4％と4四半期連続でマイナスとなった。4

〜6月の業種別の前年比をみると、はん用・

生産用機械（△11.5％）が大きく落ち込む一

方で、ウエイトの大きい化学・石油石炭製品

（5.5％増）や電気機械（3.8％増）はプラス

となった。

　設備投資は、増勢一服となっている。日銀

短観（6月調査）によると、13年度の設備投

資額は前年比7.8％増と12年度（△19.8％）

に大きく減少した反動もあって2年ぶりにプ

ラスに転じ、14年度は製造業をけん引役に

26.8％増と大幅な増加を示した。その反動も

あって、15年度は0.1％増とほぼ横ばいの計

画にとどまっている。業種別にみると、製造

業が△3.5％（14年度63.0％増）と減少する

一方、非製造業は5.9％増（14年度△6.1％）

とプラスに転じる見通しである。

　雇用情勢は、増税後も良好な状態を維持

し、足元では改善基調を強めている。14年

の完全失業率は3.6％と前年比0.2ポイント低

下した。労働需給を敏感に表す有効求人倍率

は、増税後の景気下振れで、14年4〜6月の

1.12倍から10〜12月には1.09倍に低下した

が、その後は再び上向きに転じ、15年4〜6

月には1.17倍に上昇した。県別にみると、香

川の有効求人倍率が4〜6月で1.36倍と高い

（図表27）。香川は他の3県と比較して工場の

立地件数が相対的に多かったことが寄与して

いる（注）6。

（注）6	．14年まで5年間の工場立地件数は、香川134件、徳島117件、愛媛64件、高知56件（経済産業省「工場立地動向調査」より）

◇四国の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 6 △	 3 7 17 3 1 1 5 3

	 （製造業） − − △	 6 △	 2 5 17 5 6 5 7 6

	 （非製造業） − − △	 6 △	 2 8 18 2 △	 2 △	 2 4 1

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	19.3 △	18.3 △	 9.1 △	 4.5 △	12.8 △	18.5 △	12.2 △	13.8 △	 9.8

	 （製造業） − − △	28.5 △	29.1 △	11.4 △	 8.7 △	12.9 △	11.1 △	 0.8 △	16.7 △	 7.6

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 53.4 51.3 54.2 57.2 43.8 47.7 44.4 50.7 52.4

④鉱工業生産	 （前期比） − − △	 1.4 △	 0.4 1.7 3.8 △	 2.9 △	 2.1 0.4 4.3 △	 3.0

	 （前年比）△	 0.8 1.3 △	 3.3 0.0 1.0 4.6 1.9 △	 0.5 △	 0.7 △	 0.5 △	 0.4

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 1.1 △	 0.5 △	 0.8 △	 1.6 △	 0.0 5.8 △	 5.2 △	 1.8 △	 0.8 △	 5.9 4.9

	 （百貨店、既存店、前年比） 0.0 2.9 1.9 △	 3.1 0.6 12.4 △	 5.4 2.2 1.2 △	 8.2 4.6

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.98 1.11 0.95 1.01 1.07 1.10 1.12 1.11 1.09 1.11 1.17

⑦完全失業率	 （%） 3.8 3.6 3.7 3.8 3.5 4.1 3.5 3.7 3.0 3.8 3.3

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 26.8 △	18.3 23.2 36.4 34.0 △	 7.4 △	17.3 △	18.9 △	26.3 △	 7.2 7.8

⑨信用金庫貸出金	 （前年比）△	 1.4 △	 0.0 △	 2.3 △	 2.7 △	 1.4 △	 1.7 △	 0.6 △	 0.1 △	 0.0 0.0 0.0

	 （個人向け、前年比）△	 3.0 △	 0.7 △	 3.6 △	 3.3 △	 3.0 △	 2.4 △	 1.2 △	 0.8 △	 0.7 △	 1.1 △	 1.2

	 （企業向け、前年比）△	 0.2 0.9 △	 1.6 △	 2.1 △	 0.2 △	 0.4 0.0 0.8 0.9 1.5 1.7

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行高松支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：四
国経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均。⑦は四半期も原数値
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　個人消費は、基調としては緩やかに持ち直

している。景気動向を敏感に反映する百貨店

販売額（既存店ベース）をみると、14年に前

年比2.9％増加したあと、15年1〜3月には駆

込み需要の反動減で△8.2％と落ち込んだが、

4〜6月には4.6％増と盛り返した（前年4〜6月

は△5.4％）。一方、4〜6月の住宅着工戸数

は、駆込み需要の反動減の一巡で、前年比

7.8％増と6四半期ぶりにプラスに転じている。

信用金庫の貸出金は、住宅ローンの減少を主

因に個人向けは不振が続いているが、景気の

持直しで企業向けは下げ止まりから上向きに

転じている。15年6月末の残高は、前年比微

増となった。

10	．九州―企業の景況感は増税後も堅
調に推移。沖縄は主力の観光が好調

　震災後に自動車産業を中心に大きく落ち込

んだ九州の経済活動は、サプライチェーンの

復旧につれて持ち直したが、海外経済の減速

や円高の影響で、12年春から秋にかけては

弱含んだ。しかし、13年には円安を追い風

に、景気は持直しの動きを徐々に強め、14

年1〜3月には駆込み需要も寄与して回復テ

ンポが加速した。増税後は他地域同様に下振

れを余儀なくされたが、企業の景況感は増税

後も堅調に推移し、生産活動も14年度下期

には増勢を取り戻した。雇用情勢は緩やかな

がらも改善基調をたどっている。沖縄経済

は、円安効果もあって主力の観光業が好調に

推移し、景気は全体としても回復の動きが続

いている。

　企業の景況感は、増税後も相対的に堅調な

推移が続いている。日銀短観の業況判断D.I.	

（全産業）は、震災によるサプライチェーン

の寸断を受けて11年6月に△13まで低下した

あと上昇に転じた（図表28）。12年後半は改

善一服となったが、アベノミクス効果の浸透

で13年には改善テンポが高まった。消費税

増税前の駆込み需要も寄与して、14年3月の
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図表28　九州の景況感（業況判断D.I.）
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図表27　有効求人倍率の推移
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D.I.は、＋18と91年8月（＋26）以来の高水

準を記録し、全国9地域で最も高かった。増

税後には下振れを余儀なくされたものの、相

対的には良好な状態を維持し、14年後半に

は下げ止まった。15年6月のD.I.は、前期比1

ポイント上昇の＋12と2四半期連続で改善を

示し、全国9地域で中国と並んで最も高い水

準となった。6月のD.I.を業種別にみると、製

造業では、化学（＋33）、輸送用機械（＋

28）、非鉄金属（＋25）などの水準が高く、

非製造業では、不動産（＋26）、宿泊・飲食

サービス（＋23）、対事業所サービス（＋21）

などが好調だった。

　中小・零細企業の景況感も、他地域に比べ

て引き続き良好に推移している。信金中央金

庫・中小企業景気動向調査の15年4〜6月の

業況判断D.I.をみると（総合）、九州北部は

△2.5と前期比4.8ポイント低下したが、全国

11地域のなかで最も高かった。南九州は△

5.1と前期比2.0ポイント低下したが、九州北

部に次いで2番目に高かった。

　自動車の工場立地の増加などを背景に、九

州では製造業が景気のけん引役を果たしてき

た。製造業の生産活動は、震災の影響で自動

車を中心に大きく落ち込んだあと、サプライ

チェーンの復旧につれて増勢を取り戻した

が、12年春以降は自動車を中心としたばん

回生産の一巡や輸出の落込みを主因に弱含み

に転じた。海外経済の回復や円安を背景に、

13年度に生産活動は持直しの動きを強め、

消費税増税前の駆込み需要も寄与して、14

年1〜3月の鉱工業生産は、前期比5.2％増、

前年比9.7％増に加速した。その反動で、増

税後の14年度上期は減産を余儀なくされた

が、下期には急回復を示した。15年4〜6月

には前期比0.3％減と3四半期ぶりに減少した

ものの、前年比では4.7％増と3四半期連続で

プラスとなった。主要業種（注）7の動きを4〜6

月の前年比でみると、シリコン・サイクル

（半導体の景気循環）の上昇で、電子部品・

デバイス（16.7％増）は4四半期連続で2桁の

高い伸びを示し、輸送機械（5.5％増）は2四

半期連続で増加した。

　生産活動の先行きを占ううえでは、主力産

業であるIT関連と自動車の動向が鍵を握っ

ている。九州の製造業出荷額の業種別構成比

（13年）を地域別にみると、電子部品・デバ

イスのウエイトは南九州で8.1％と九州北部

（4.8％）を大きく上回っている。IT関連の生

産を大きく左右するシリコンサイクルは、世

界の半導体出荷額（ドルベース）が15年6月

で前年比2.0％増と26か月連続で増加するな

ど、緩やかな拡大局面が続いている。また、

電子部品・デバイスの出荷と在庫の前年比を

プロットした在庫循環図（図表29）をみる

と、12年9月末以降は在庫残高の伸びを出荷

の伸びが上回る状況が続いている。南九州の

生産活動は、緩やかに持ち直していく公算が

大きい。

　一方、九州北部には自動車産業が集積して

（注）7	．製造業出荷額ベースの業種別構成比をみると、九州では、食料・飲料等（20.4％）、輸送用機械（18.9％）、電気機械
（11.9％）などの割合が高い（工業統計表、13年）。
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いる（注）8。増税前の駆込み需要の反動が尾を

引いて、足元でも自動車生産は伸び悩んでい

るものの、新興国の自動車市場はなお拡大余

地が大きく、米国の自動車市場は回復から拡

大に転じている。欧米経済の持直しと円安進

行が追い風となって、九州北部の生産活動も

緩やかに持ち直してこよう。

　設備投資は増勢一服となっている。日銀短

観（6月調査）によると、13年度の設備投資

額は前年比16.8％増と3年ぶりに増加し（12

年度は△2.9％）、14年度も9.6％増と堅調な

伸びを示した。しかし、15年度の計画は、

△1.5％と小幅ながらも前年割れが見込まれ

ている。業種別にみると、円安効果もあっ

て、製造業は11.7％増（14年度12.8％増）と

高い伸びが続く一方、非製造業は△7.8％（14

年度8.1％増）と減少に転じる見通しである。

　製造業がけん引役となってきた九州に対し

て、沖縄は、製造業のウエイトが極めて低

く、非製造業、とりわけ観光産業に大きく依

存する産業構造となっている（注）9。そこで、

沖縄の観光客数の推移をみると、震災後の自

粛ムードにより、11年1〜3月には前年比△

10.6％と5四半期ぶりにマイナスに転じ、4〜

6月には△16.4％とマイナス幅が一段と拡大

した（図表30）。ただ、自粛ムードの低下な

どから、その後は持直しに転じ、14年度の

観光客数は、円安による訪日外国人客の増加

や海外旅行から国内旅行へのシフトも寄与し

て、前年比8.9％増の716.8万人と過去最高を

記録した。また、15年4〜6月の観光客数は、

前年比10.2％増と15四半期連続で増加してい

（注）8	．製造業出荷額に占める輸送用機械の構成比をみると、九州北部は27.5％と東海（37.1％）に次いで全地域で2番目に高い
（工業統計表、13年）。
9	．県民経済計算（12年度）によると、沖縄の県内総生産に占める第3次産業の割合は、86.1％と都道府県別では東京都
（88.1％）に次いで2番目に高い。
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る。主力の観光業の好調持続で、沖縄経済は

緩やかな回復が続いている。

　雇用情勢は、緩やかな改善基調を維持して

いるものの、引き続き厳しさが残っている。

有効求人倍率は、09年7〜9月の0.38倍をボト

ムに、15年4〜6月には1.00倍と需給均衡点の

1倍に達したが、全国平均（1.18倍）を大き

く下回っている。完全失業率は、10年10〜

12月の5.9％をピークに低下基調をたどり、

15年4〜6月には3.7％まで低下した。

　個人消費は、雇用情勢の改善を背景に、底

堅く推移している。大型小売店販売額（既存

店ベース）は、14年に前年比0.8％増とプラ

スに転じたあと、15年1〜3月には駆込み需

要の反動減で△4.0％と落ち込んだが、4〜6

月には5.2％増と盛り返した（前年4〜6月は

△3.4％）。一方、15年4〜6月の住宅着工戸数

は、駆込み需要の反動減の影響がようやく一

巡し、前年比8.0％増と5四半期ぶりにプラス

に転じている。

　信用金庫の貸出金は、個人向けが堅調に推

移するなか、景気の持直しで企業向けも緩や

かながらも増加に転じている。15年6月末の

残高は前年比1.4％増と7四半期連続でプラス

となった。

〈参考文献〉
1．内閣府『地域経済動向』

2．日本銀行『地域経済報告』（さくらレポート）

3．信金中央金庫『中小企業景況レポート』

◇九州の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − 2 7 11 18 9 8 8 11 12

	 （製造業） − − △	 2 0 7 11 11 10 9 6 8

	 （非製造業） − − 4 11 12 22 9 8 8 15 14

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	 7.4 △	 2.8 9.6 11.9 △	 9.2 △	10.8 △	 0.2 2.3 △	 2.5

〈九州北部〉	 （製造業） − − △	 8.9 △	 9.0 7.7 16.5 △	 4.8 △	11.1 3.0 4.7 1.2

　中小企業景気動向調査・業況判断D.I.（総合） − − △	12.1 △	 8.7 4.8 3.9 △	 7.7 △	 7.4 △	 7.6 △	 3.1 △	 5.1

〈南九州〉	 （製造業） − − △	11.3 △	16.7 △	 1.9 1.0 △	 7.2 △	12.8 △	 9.3 △	 4.4 △	 2.8

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 54.9 53.0 55.1 55.7 45.0 48.2 46.7 49.9 52.8

④鉱工業生産	 （前期比） − − 2.3 0.0 0.4 5.2 △	 3.4 △	 2.6 3.3 4.2 △	 0.3

	 （前年比）△	 3.3 2.8 △	 3.5 △	 1.1 1.2 9.7 2.1 △	 1.9 1.9 1.1 4.7

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 0.4 0.8 △	 0.7 △	 1.0 1.4 4.8 △	 3.4 0.5 1.4 △	 4.0 5.2

	 （百貨店、既存店、前年比） 0.2 1.9 1.3 △	 0.9 0.5 10.3 △	 4.9 0.2 1.5 △	 5.9 5.6

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.75 0.88 0.74 0.77 0.80 0.84 0.87 0.90 0.94 0.96 1.00

⑦完全失業率	 （%） 4.6 4.3 4.8 4.7 4.3 4.5 4.2 4.1 4.3 4.2 3.7

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 15.4 △	10.5 13.1 20.7 16.1 4.3 △	 4.5 △	18.4 △	19.5 △	 4.3 8.0

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 1.0 1.6 △	 0.2 △	 0.4 1.0 1.4 1.8 2.1 1.6 1.3 1.4

	 （個人向け、前年比） 1.3 3.5 0.1 0.8 1.3 2.6 3.1 3.3 3.5 3.1 2.6

	 （企業向け、前年比） 0.7 0.8 △	 0.8 △	 1.4 0.7 1.0 1.1 1.4 0.8 0.3 0.7

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行福岡支店、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：九
州経済産業局、⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
3．③、④は沖縄を除く。
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（参考）日銀短観、信金中央金庫・中小企業景気動向調査の地域別一覧表
日銀短観 信金中央金庫・中小企業景気動向調査

全産業 製造業 非製造業 総合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

全国
7 4 10 △	 8.9 △	 9.4 △	 13.0 △	 23.0 △	 4.6 1.2 5.5

（	 7）（	 5）（	 9）（△	 9.8）（△	 8.6）（△	18.7）（△	25.6）（△	10.5）（	 8.3）（	 2.7）

北海道
4 11 1 △	 10.0 △	 11.9 △	 11.5 △	 17.9 △	 6.3 △	 4.4 12.5

（	 0）（	 4）（△	 2）（△	16.3）（△	13.4）（△	25.3）（△	26.1）（△	18.6）（△	 6.7）（	 2.6）

東北
8 △	 2 14 △	 15.4 △	 24.5 △	 22.5 △	 31.5 △	 10.1 9.3 9.9

（	 7）（	 1）（	 11）（△	19.2）（△	28.7）（△	30.9）（△	38.8）（△	22.9）（	 16.3）（	 14.7）
北関東・
甲信越

△	 11.6 △	 8.5 △	 17.4 △	 27.7 △	 6.7 △	 6.5 △	 2.5
8 4 11（△	10.8）（△	 3.5）（△	21.0）（△	26.0）（△	18.5）（△	 1.9）（△	 4.9）

首都圏
（	 7）（	 4）（	 9）△	 8.6 △	 8.5 △	 9.7 △	 22.8 △	 5.5 7.1 △	 1.7

（△	10.0）（△	 8.0）（△	14.1）（△	24.5）（△	12.5） （12.3）（△	 4.4）

北陸
11 10 12 △	 5.6 △	 5.6 △	 8.1 △	 13.7 3.3 △	 3.9 △	 4.0

（	 13）（	 13）（	 14）（△	12.3）（△	 8.5）（△	28.7）（△	36.4）（△	 7.7）（	 3.7）（	 4.1）

東海
5 4 7 △	 11.3 △	 13.4 △	 9.2 △	 31.8 △	 0.6 △	 6.3 8.4

（	 5）（	 5）（	 6）（△	 7.0）（△	 5.7）（△	12.7）（△	29.2）（△	 3.8）（	 8.0）（	 5.1）

近畿
7 2 11 △	 7.3 △	 7.7 △	 17.7 △	 18.2 1.6 2.4 5.9

（	 6）（	 4）（	 7）（△	 8.3）（△	 7.2）（△	19.9）（△	19.9）（△	 5.1）（	 8.3）（△	 4.5）

中国
12 12 11 △	 10.9 △	 9.4 △	 15.4 △	 34.8 △	 8.5 △	 1.1 11.1

（	 9）（	 9）（	 9）（△	 9.0）（△	 8.9）（△	19.8）（△	29.3）（△	15.5）（	 12.1）（	 16.4）

四国
3 6 1 △	 9.8 △	 7.6 △	 20.3 △	 32.8 △	 15.5 4.5 17.8

（	 5）（	 7）（	 4）（△	13.8）（△	16.7）（△	17.7）（△	27.5）（△	16.1）（	 2.9）（△	 2.1）

九
州

九州北部
△	 2.5 1.2 △	 5.4 △	 19.7 △	 12.7 4.5 19.7

12 8 14 （	 2.3）（	 4.7）（	 1.4）（△	22.9）（	 4.0）（	 17.4）（	 13.9）

南九州
（	 11）（	 6）（	 15）△	 5.1 △	 2.8 △	 8.7 △	 15.6 △	 6.2 △	 5.1 12.5

（△	 3.1）（△	 4.4）（△	25.9）（△	16.9）（△	 0.8） （16.9） （17.2）

（備考）1	．日銀短観は15年6月調査（カッコ内は3月調査）。信金中央金庫・中小企業景気動向調査は15年4〜6月（カッコ内は
1〜3月）
2．日本銀行、信金中央金庫資料より作成

（参考）全国の主要経済指標
13年 14年 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/Ⅲ 14/Ⅳ 15/Ⅰ 15/Ⅱ

①日銀短観・業況判断D.I.	 （全産業） − − △	 2 2 8 12 7 4 5 7 7

	 （製造業） − − △	 6 △	 2 6 10 6 4 6 5 4

	 （非製造業） − − 1 5 9 14 8 5 4 9 10

②中小企業景気動向調査・業況判断D.I.	（総合） − − △	15.8 △	11.5 △	 2.5 △	 2.8 △	11.7 △	 9.3 △	 7.5 △	 9.8 △	 8.9

	 （製造業） − − △	20.1 △	15.7 △	 2.3 △	 2.5 △	 9.6 △	 6.8 △	 3.9 △	 8.6 △	 9.4

③景気ウォッチャー調査	 （現状判断D.I.） − − 55.1 52.1 53.7 55.2 44.8 48.7 43.6 49.3 52.6

④鉱工業生産	 （前期比） − − 1.6 1.8 1.8 2.3 △	 3.0 △	 1.4 0.8 1.5 △	 1.4

	 （前年比）△	 0.8 2.1 △	 3.0 2.3 5.8 8.2 2.7 △	 0.8 △	 1.5 △	 2.1 △	 0.5

⑤大型小売店販売額	 （既存店、前年比）△	 0.4 0.9 0.2 △	 0.4 0.2 6.0 △	 3.2 0.5 0.4 △	 4.6 4.4

	 （百貨店、既存店、前年比） 1.8 2.1 3.3 0.9 1.5 11.1 △	 4.7 1.0 0.8 △	 6.4 6.5

⑥有効求人倍率	 （倍） 0.93 1.09 0.90 0.95 1.01 1.05 1.09 1.10 1.12 1.15 1.18

⑦完全失業率	 （%） 4.0 3.6 4.1 4.0 3.9 3.6 3.6 3.6 3.5 3.5 3.3

⑧住宅着工戸数	 （前年比） 11.0 △	 9.0 11.8 13.5 12.9 3.4 △	 9.3 △	13.6 △	13.8 △	 5.4 7.6

⑨信用金庫貸出金	 （前年比） 1.3 1.9 0.1 0.2 1.3 1.2 1.6 2.0 1.9 2.0 2.1

	 （個人向け、前年比） 0.9 1.3 0.4 0.6 0.9 1.4 1.3 1.4 1.3 1.6 2.2

	 （企業向け、前年比） 0.8 1.8 △	 0.6 △	 0.4 0.8 0.6 1.1 1.6 1.8 1.7 1.6

（備考）1	．各指標の出所は以下の通り。①：日本銀行、②および⑨：信金中央金庫、③：内閣府、④および⑤：経済産業省、
⑥：厚生労働省、⑦：総務省、⑧：国土交通省
2．③は月次D.I.の単純平均
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「信金中金月報掲載論文」編集委員会
新編集委員の就任について

　信金中央金庫	地域・中小企業研究所では、大学に籍を置く研究者・大学院生を対象として

平成15年11月から信金中金月報掲載論文を募集しています。応募論文の月報への掲載は、編

集委員会が委嘱した審査員による審査を経た上で、同委員会が決定しており、今までに14本

の論文を掲載したところです。

　今般、旧編集委員就任より7年を迎え、編集委員会のメンバーを交替することとしました。

長きに亘ってご協力いただいた委員の皆様には紙面を借りて厚く御礼申し上げます。

　平成27年9月からは、新メンバーによる編集委員会がスタートすることとなり、先般行われ

た編集委員会では、新委員長の小川教授のもと、論文募集の広報や今後の運営について活発な

議論が行われました。

　当研究所としては、新体制の下、今後とも皆様の応募をお待ちしていますので、積極的にご

応募ください。

旧 委 員（敬称略、順不同）
委 員 長	 清水　啓典　一橋大学名誉教授
副委員長	 藤野　次雄　横浜市立大学名誉教授・国際マネジメント研究科客員教授
委　　員	 川波　洋一　九州大学大学院	経済学研究院教授
委　　員	 鹿野　嘉昭　同志社大学	経済学部教授
委　　員	 首藤　　惠　早稲田大学大学院	ファイナンス研究科教授

新 委 員（敬称略、順不同）
委 員 長	 小川　英治　一橋大学大学院	商学研究科教授
副委員長	 藤野　次雄　横浜市立大学名誉教授・国際マネジメント研究科客員教授
委　　員	 勝　　悦子　明治大学	政治経済学部教授
委　　員	 齋藤　一朗　小樽商科大学大学院	商学研究科教授
委　　員	 家森　信善　神戸大学	経済経営研究所教授

信 金 中 央 金 庫
地域・中小企業研究所
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2015年8月）

7日 ● 金融庁、平成27年3月期における金融再生法開示債権の状況等（ポイント）を公表 資料1

18日 ○ 経済産業省、消費税の転嫁状況に関する月次モニタリング調査（7月調査）の調査結
果を公表

19日 ● 日本銀行、金融システムレポート別冊「地域金融機関における最近の貸倒引当金
の算定状況」を公表

資料2

21日 ● 金融庁、地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関す
るアンケート調査結果等の概要を公表

資料3

● 金融庁、経営強化計画等の履行状況（平成27年3月期）について公表 資料4

○ 日本銀行、ITを活用した金融の高度化に関するワークショップ（第7回「業態に応じ
たIT戦略」）を開催（※朝日信用金庫プレゼンテーションを紹介）

● 総務省、個人企業経済調査(動向編)平成27年4～6月期結果(確報)を公表 資料5

25日 ○ 総務省、「行政機関の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」
及び「独立行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指
針」の改正を公表

26日 ○ 経済産業省、桜島における火山活動の影響に関する中小企業者対策(セーフティ
ネット保証４号の指定)を決定

28日 ○ 金融庁、偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況について公表

● 経済産業省、平成27年 中小企業の雇用状況に関する調査集計結果の概要等を公表 資料6

○ 中小企業庁、「平成27年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」の閣議決定
について公表

○ 中小企業庁、「平成27年度中小企業者等に対する特定補助金等の交付の方針」の閣
議決定について公表

● 内閣府、地域経済動向（平成27年8月）を公表 資料7

31日 ○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

※ 「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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（資料 1）

金融庁、平成 27年3月期における金融再生法開示債権の状況等（ポイント）を公表（8月7日）

　金融庁は、2015 年 3 月末時点における金融再生法開示債権の状況等を公表した。

　国内銀行の不良債権比率（金融再生法開示債権ベース）は、主要行が 1.1%（2014 年 9 月末

比横ばい）、地方銀行が 2.3%（同 0.2 ポイント低下）、第二地方銀行が 2.8%（同 0.3 ポイント低下）、

信用金庫が 5.5%（2014 年 3 月末比 0.5 ポイント低下）、信用組合が 7.2%（同 0.5 ポイント低下）

と、軒並み低下した。

（資料 2）

日本銀行、金融システムレポート別冊「地域金融機関における最近の貸倒引当金の算定状況」

を公表（8月19日）

　日本銀行は、『今般、日本銀行が実施したアンケート調査によれば、2014 年度決算において、

地域銀行で約 9 割、信用金庫で約 7 割の先が、こうした観点から引当方法を工夫しているこ

とが確認された。具体的な内容をみると「算定期間数の拡大」により対応している先が多いほ

か、要管理先や破綻懸念先について、「DCF 法」や「CF 控除法」を導入（DCF 法の適用額引

下げを含む）している先が相応にみられる。特に、貸倒実績率が大きく低下した 2011 年度以

降にこうした対応を講じた先が少なくない。

　地域金融機関においては、基礎的な収益で信用コストをカバーし得る余地が縮小してきてい

る。加えて、足もと、地域の産業・企業の活力向上支援や自らの事業領域の拡充など、様々な

業態別不良債権比率の推移（金融再生法開示債権ベース）

（備考）1．金融庁『金融再生法開示債権等の推移』より作成
     　  2．信用金庫、信用組合は各年3月末のみ開示
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面で取組みを強化しており、こうした取組みの過程では、今後、過去の実績には反映されてい

ないリスク・コストが生じる可能性もある。以上を踏まえると、貸倒引当金の算定にあたって

は、個々の金融機関が貸出資産内容や地域経済、借り手企業の状況等を踏まえながら、その適

切性を継続して検証していく必要がある。』としている。

（資料 3）

金融庁、地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関するアンケー

ト調査結果等の概要を公表（8月21日）

　金融庁は、2014 年度における、地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者

等の評価に関するアンケート調査結果等の概要を公表した。

　うち、「地域密着型金融の取組み姿勢（全体評価）」に着目すると、「積極的」との評価が

18.5%（前年度比 2.0 ポイント上昇）、「やや積極的」との評価が 39.5%（同 4.6 ポイント上昇）、

「どちらとも言えない」との評価が 24.0%（同 2.4 ポイント低下）、「やや消極的」との評価が 9.0%

（同 1.0 ポイント低下）、「消極的」との評価が 4.3%（同 2.1 ポイント低下）となっている。

　「積極的」と「やや積極的」との評価の合計が、前年度比 6.6 ポイント上昇している一方、「や

や消極的」と「消極的」との合計は、前年度比 3.1 ポイント低下している。

（資料 4）

金融庁、経営強化計画等の履行状況（平成27年3月期）について公表（8月21日）

　金融庁は、金融機関から、金融機能の強化のための特別措置に関する法律に基づき、「経営

強化計画」等の 2015年3月期における履行状況の報告があったことから、それを公表した。う

ち、信用金庫と信金中央金庫については以下のとおり。

どちらとも言えない やや消極的 消極的 わからない積極的

24年度

25年度

26年度

100％

やや積極的

20％0％

14.9％ 9.9％28.2％ 5.9％

6.4％

4.3％

34.3％34.3％ 6.8％6.8％

5.9％5.9％

4.8％4.8％

34.9％34.9％

39.5％39.5％

16.5％

18.5％

10.0％26.4％

9.0％24.0％

40％ 60％ 80％

〈地域密着型金融の取組み姿勢（全体評価）〉

（備考 ）金融庁『地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関するアンケート調査結果等の概要』
より抜粋
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　金融機能強化法（2011年7月改正法施行）の震災特例

　1．宮古信用金庫・信金中央金庫

　2．気仙沼信用金庫・信金中央金庫

　3．石巻信用金庫・信金中央金庫

　4．あぶくま信用金庫・信金中央金庫

（資料 5）

総務省、個人企業経済調査（動向編）平成 27 年 4～6 月期結果（確報）を公表（8月21日）

　総務省は、2015 年 4 ～ 6 月期における個人企業経済調査（動向編）結果（確報）を公表した。

　今期（2015年4～6月期）の業況判断D.I.は△60.3で、前期（2015年1～3月期）（△65.4）に比べ、

5.1 ポイント改善している。

　また、来期（2015年7～9月期）の業績見通し D.I. は△ 57.2 となっており、今期の業況判断

D.I.（△ 60.3）に比べ 3.1 ポイントの改善を見込んでいる。

（資料 6）

経済産業省、平成 27 年	中小企業の雇用状況に関する調査集計結果の概要等を公表（8月 28 日）

1．調査の概要

　2015 年春闘妥結結果等を踏まえた中小企業・小規模事業者の賃上げ状況を含む雇用状況等

を把握し、公表するため、本年 6 月に中小企業・小規模事業者約 3 万社に調査票を送り、7 月

31 日までに提出のあった 7,352 社の状況について集計したもの。

2．常用労働者の賃金の引上げ状況について

　（1） 常用労働者の 1 人当たり平均賃金の引上げ（定期昇給分を含む）について、「引き上げ

る / 引き上げた」とする企業の割合は、2014 年度の 64.3% に対し、2015 年度は 67.6%

と 3.3% 増加した。

　（2） 賃金を引き上げた企業のうち、賃金の引上げ方法としてベースアップを実施した企業の

割合は、2014 年度の 22.2% に対し、2015 年度は 26.9% と 4.7% 増加した。

　（3） 2015 年度に常用労働者の 1 人当たり平均賃金を「引き上げる / 引き上げた」と回答し

た企業の主な理由は、「人材の採用・従業員の引き留めの必要性」が 47.4% で最も多く

なっており、中小企業の人手不足感が見てとれる。また、次いで「業績回復・向上」が

38.1% と多くなっており、賃上げを実施した企業では、業績の好調さが賃上げを後押し

している状況が見てとれる。

　（4） 2015 年度に常用労働者の 1 人当たり平均賃金を「引き上げない / 引き上げていない」

と回答した企業の主な理由は、「業績回復・向上が不十分」が 79.5% で最も多くなっており、
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賃上げを実施していない企業では、業績が低迷していることが賃上げを妨げている状況

が見てとれる。

（資料 7）

内閣府、地域経済動向（平成27年8月）を公表（8月28日）

　内閣府は、2015 年 8 月の地域経済動向を公表した。

　前回調査（2015年5月）と比較して、全 11 地域において景況判断を横ばいとした。

　分野別にみると、前回調査（2015年5月）と比較して、鉱工業生産については、4 地域（北陸、

中国、九州、沖縄）において判断は横ばい、残り 7 地域（北海道、東北、北関東、南関東、東海、

近畿、四国）において判断を下方修正とした。

　個人消費については、1 地域（沖縄）においては判断を上方修正、残り 10 地域（北海道、東北、

北関東、南関東、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州）において判断を横ばいとした。

　雇用情勢については、全 11 地域において判断を横ばいとした。
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信金中金だより 

信金中央金庫　地域・中小企業研究所活動記録（8月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執	筆	者

15.8.3 内外金利・為替見通し 27-5 足元の景気は足踏み状態にあり、コア消費者物価は前年比
横ばい圏内

斎藤大紀	
黒岩達也

15.8.6 金融調査情報 27-11 母店・サテライト店制度について 刀禰和之

15.8.6 金融調査情報 27-12 店外CD・ATMのスクラップ&ビルドについて 刀禰和之

15.8.11 産業企業情報 27-6 信用金庫の視点でひも解く2015年版中小企業白書・小規模企
業白書－中小企業・小規模事業者の経営活性化の方策－

藁品和寿	
品田雄志

15.8.12 内外経済・金融動向 27-3 中小企業の景況と財務状況の現状と課題
－アベノミクスが中小企業に及ぼした影響－

峯岸直輝

15.8.19 経済見通し 27-2 実質成長率は15年度1.2％、16年度2.1％と予測
－設備投資をけん引役に景気は回復基調を維持する見通し－

角田　匠

15.8.20 ニュース＆トピックス 27-11 中国の株式・為替市場の動向	
－当面、市場は落着きを取り戻す公算－

黒岩達也

15.8.21 ニュース＆トピックス 27-12 急増する訪日外国人旅行者と信用金庫の対応
－インバウンド消費取込みによる販路開拓支援－

井上有弘

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講師等

15.8.21	 講演 環境変化に挑む！中小企業の
経営事例

幕張信進会 千葉信用金庫幕張支店 鉢嶺　実

15.8.21	 講演 地方創生のうち中心市街地活
性化施策等にかかる意見交換

地方創生にかかる意見交換 栃木信用金庫 松崎祐介

15.8.26 講演 環境変化に挑む！中小企業
の経営事例

若手経営者の会 上越信用金庫 鉢嶺　実

15.8.29	 講演 地方創生、地域資源を活用
した創業を考える（パネル
ディスカッション）

赤れんが塾　創業スクール無料
体験講座

しののめ信用金庫 鉢嶺　実
（パネリスト）

3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執筆者

15.7.31 「中小企業とは」
～"必読の書"である中小企業白書～

2015年版信用金庫職員
のための経済金融ガイド

全国信用金庫協会
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1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等	………57
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金	……58
（3）信用金庫の預金者別預金	…………59
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金	……60
（5）信用金庫の貸出先別貸出金	………61
（6）信用金庫の余裕資金運用状況	……62

2．金融機関業態別統計
					（1）業態別預貯金等	………………63
						（2）業態別貸出金	…………………64

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降との数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※　信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel	03‒5202‒7671　Fax	03‒3278‒7048

年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2009年10月13日 西中国 岩国 （下関市職員信組） 西中国 合併

2009年11月9日 八戸 あおもり 下北 青い森 合併

2009年11月24日 北見 紋別 北見 合併

2010年1月12日 山口 萩 萩山口 合併

2010年2月15日 杵島 西九州 九州ひぜん 合併

2011年2月14日 富山 上市 富山 合併

2012年11月26日 東山口 防府 東山口 合併

2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

合　計
会　員　数

支  店 出張所 合  計 常勤役員

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 17.7 △ 5.0
△ 2.5

△ 12.6
△ 11.3
△ 19.5 △ 2.7
△ 16.3
△ 0.4
△ 8.9 △ 9.5
△ 6.4 △ 10.8

△ 12.2 △ 3.3
△ 1.5 △ 12.1
△ 1.8

△ 10.7

△ 0.0 △ 13.8

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.8

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 17.3
△ 19.1
△ 19.0
△ 14.2
△ 14.0
△ 18.4
△ 15.4
△ 28.0
△ 23.4
△ 25.3
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.6
△ 6.3

△ 12.7
△ 13.5
△ 17.1
△ 18.2
△ 5.5
△ 3.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 43.5
△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4
△ 6.3 △ 4.3
△ 3.4

△ 2.2
△ 4.4

△ 9.0 △ 5.1
△ 10.2 △ 0.7

･･･ △ 9.9
△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0

△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 17.3
△ 19.1
△ 19.0
△ 14.2
△ 14.0
△ 18.4
△ 15.4
△ 28.0
△ 23.4
△ 25.3
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.6
△ 6.3

△ 12.7
△ 13.5
△ 17.1
△ 18.2
△ 5.5
△ 3.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 43.5
△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4
△ 6.3 △ 4.3
△ 3.4

△ 2.2
△ 4.4

△ 9.0 △ 5.1
△ 10.2 △ 0.7

･･･ △ 9.9
△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0

△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 17.3
△ 19.1
△ 19.0
△ 14.2
△ 14.0
△ 18.4
△ 15.4
△ 28.0
△ 23.4
△ 25.3
△ 26.9
△ 30.4
△ 30.1
△ 33.7
△ 31.6
△ 33.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.6

△ 6.6
△ 6.3

△ 12.7
△ 13.5
△ 17.1
△ 18.2
△ 5.5
△ 3.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 94.0 △ 3.8
△ 8.8 △ 15.6

△ 43.5
△ 100.0
△ 0.2 △ 0.4
△ 6.3 △ 4.3
△ 3.4

△ 2.2
△ 4.4

△ 9.0 △ 5.1
△ 10.2 △ 0.7

･･･ △ 9.9
△ 1.0 △ 38.2 △ 11.0

△ 53.8 △ 3.1
△ 24.7 △ 1.9
△ 17.1 △ 4.1

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.6 △ 0.6 △ 6.1 △ 0.0 △ 2.5
△ 0.0 △ 5.3 △ 4.2

△ 0.1 △ 7.5 △ 0.0 △ 4.8 △ 0.8
△ 4.5 △ 2.6 △ 0.1

△ 11.9 △ 2.3
△ 10.6 △ 3.6
△ 0.7 △ 3.6
△ 0.9 △ 3.7
△ 0.0 △ 3.5

△ 3.6
△ 0.2 △ 3.6
△ 1.3 △ 3.3

△ 3.0
△ 3.2

△ 4.8 △ 2.9
△ 4.9 △ 3.5
△ 6.0 △ 3.6
△ 6.2 △ 3.4
△ 6.5 △ 3.1

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.3 △ 2.7 △ 1.9 △ 0.4 △ 3.5
△ 0.4 △ 0.0 △ 0.8 △ 0.6 △ 2.3
△ 0.3 △ 0.9 △ 0.5 △ 0.2 △ 2.9

△ 1.2
△ 0.1 △ 1.5

△ 1.9
△ 1.2
△ 0.9
△ 0.4
△ 0.3
△ 0.5
△ 0.2

△ 0.5
△ 0.7

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.7 △ 1.9 △ 1.9 △ 0.6 △ 0.6
△ 0.4 △ 1.8 △ 1.0
△ 0.4 △ 2.5 △ 1.2 △ 0.1

△ 1.4 △ 0.0
△ 1.7
△ 0.6
△ 0.6
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.2
△ 0.0
△ 0.0

△ 0.1

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計  企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率
△ 0.0

△ 0.6 △ 1.5 △ 3.7 △ 3.5
△ 0.3 △ 2.4 △ 3.0

△ 0.1 △ 0.9 △ 4.3 △ 3.6
△ 0.4 △ 4.4 △ 3.0

△ 3.3 △ 2.1
△ 3.6 △ 2.3
△ 3.4 △ 2.8
△ 1.9 △ 1.4
△ 1.4 △ 1.2
△ 1.6 △ 0.3
△ 1.4 △ 0.2

年 月 末 卸売業 小売業 不動産業
個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率
△ 0.4
△ 3.0 △ 3.3
△ 1.4 △ 3.6
△ 3.8 △ 3.7
△ 3.2 △ 3.2
△ 2.1 △ 2.9
△ 2.4 △ 2.6
△ 2.4 △ 2.1
△ 1.6 △ 1.5
△ 1.8 △ 1.3
△ 1.5 △ 1.1
△ 1.5 △ 1.5

年 月 末 飲食業 宿泊業 医療・福祉 物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.2 △ 5.5 △ 3.8
△ 3.8 △ 4.2 △ 2.5
△ 5.3 △ 5.0 △ 3.1
△ 5.1 △ 4.6 △ 1.4
△ 4.2 △ 3.9 △ 1.3
△ 3.6 △ 4.1 △ 1.6
△ 3.5 △ 4.5 △ 2.3
△ 3.1 △ 3.7 △ 0.1
△ 3.4 △ 3.3
△ 3.1 △ 1.5
△ 3.0 △ 0.9

年 月 末 住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 0.8
･･･ △ 0.0
･･･
･･･
･･･
･･･

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．2009年6月の日本銀行「業種別貸出金調査表」の分類変更に伴い、不動産業の内訳として「個人による貸家業」が新設された。

　　　 ３．2009年6月のサービス業（各種サービス）の更新停止に伴い、「飲食業」、「宿泊業」、「医療・福祉」、「物品賃貸業」を掲載　　　

　　　 ４．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

(△0.5)

公社公団債金 融 債 そ の 他
(△7.9)

(△1.1)
(△3.9)
(△11.3)
(△9.8)
(△5.6)
(△2.8)
(△1.2)
(△3.5)
(△6.3)
(△2.5)

(△2.2)
(△2.5)

信金中金
その他の 利 用 額預 貸 率(Ａ)/預金預 証 率(Ｂ)/預金(Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考)1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末 国    債 地 方 債短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末 貸付信託投資信託外国証券
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.6

―　 ― ― ―
―　 ― ― ―

―　 ― ― ―
―　 ― ― ―

―　 ― ― ―
―　 ― ― ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託･貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出した。

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.6 △ 2.4 △ 2.8 △ 0.5

△ 0.1

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成

２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出した。

年 月 末
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